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序　　　　　文

独立行政法人国際協力機構は、ブータン王国より技術協力の要請を受け、「地方行政支援プロ

ジェクトフェーズ３」を、2011 年 2 月から 2014 年 8 月まで、3 年 6 カ月の計画で実施しています。

今般、プロジェクトが中間時点を迎えるにあたり、プロジェクト活動の進捗状況、実績を整

理・確認をするとともに、プロジェクトについて評価 5 項目（妥当性、有効性、効率性、イン

パクト、持続性）の観点から評価を行うため、平成 25 年 3 月 30 日から 4 月 14 日まで、中間レ

ビュー調査を行いました。

本報告書は、同調査団による協議結果及び評価結果を取りまとめたものであり、本プロジェ

クトの計画見直しや運営体制の改善に資するとともに、今後のブータン王国の地方行政能力向

上の更なる発展を進めるうえでの指針となることを祈念します。

最後に、本調査にご協力とご支援をいただいた内外関係者の方々に深い謝意を表します。

平成 25 年 6 月

独立行政法人国際協力機構

産業開発・公共政策部長　入柿　秀俊



目　　　　　次

序　文

目　次

地　図

略　語　表

評価調査結果要約表

第１章　中間レビュー調査の概要…………………………………………………………………… 1
１－１　調査団派遣の経緯 ………………………………………………………………………… 1
１－２　調査目的 …………………………………………………………………………………… 1
１－３　調査団の構成 ……………………………………………………………………………… 1
１－４　調査日程 …………………………………………………………………………………… 2
１－５　主要面談者 ………………………………………………………………………………… 3

第２章　プロジェクトの概要 ………………………………………………………………………… 6
２－１　プロジェクトの背景 ……………………………………………………………………… 6
２－２　プロジェクトの概要（中間レビュー時点） …………………………………………… 7
２－３　ICBP の位置付け及びこれを踏まえたプロジェクト活動の方向性 ………………… 7

第３章　評価の方法…………………………………………………………………………………… 10
３－１　評価の枠組み ……………………………………………………………………………… 10
３－２　評価 5 項目 ………………………………………………………………………………… 10
３－３　情報収集手段 ……………………………………………………………………………… 11

第４章　プロジェクトの実績 ………………………………………………………………………… 12
４－１　投入の実績 ………………………………………………………………………………… 12
４－１－１　日本側の投入 ……………………………………………………………………… 12
４－１－２　ブータン側の投入 ………………………………………………………………… 13

４－２　成果の達成状況 …………………………………………………………………………… 13
４－３　プロジェクト目標の達成状況 …………………………………………………………… 24
４－４　上位目標の達成状況 ……………………………………………………………………… 24
４－５　プロジェクトの実施プロセス …………………………………………………………… 25

第５章　評価結果……………………………………………………………………………………… 28
５－１　妥当性 ……………………………………………………………………………………… 28
５－２　有効性 ……………………………………………………………………………………… 28
５－３　効率性 ……………………………………………………………………………………… 28
５－４　インパクト ………………………………………………………………………………… 29
５－５　持続性 ……………………………………………………………………………………… 29



５－６　結論 …………………………………………………………………………………………… 29

第６章　提言と教訓…………………………………………………………………………………… 31
６－１　提言 ………………………………………………………………………………………… 31
６－２　教訓 ………………………………………………………………………………………… 31

第７章　合意事項……………………………………………………………………………………… 33
７－１　PDM 及び PO の改訂 …………………………………………………………………… 33
７－２　JICA が支援する研修コース …………………………………………………………… 35

付属資料

１　Minutes of Meeting（M/M）合同評価報告書 ……………………………………………… 39
２　PDM（改訂前及び改訂後） ………………………………………………………………… 100
３　PO（改訂後） ………………………………………………………………………………… 106
４　専門家及び外部講師リスト ………………………………………………………………… 108
５　ブータン側カウンターパート ……………………………………………………………… 109
６　本邦研修 ……………………………………………………………………………………… 110
７　第三国における研修 ………………………………………………………………………… 113
８　供与機材 ……………………………………………………………………………………… 114
９　在外事業強化費執行実績 …………………………………………………………………… 115



地　　　　　図
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略語 正式名称 日本語

ACG Annual Capital Grant 資本交付金

AGG
Annual Grants Guidelines for Local 
Governments（Dzongkhags and Gewogs）

地方政府（県及び地区）開発予算交付金

ガイドライン

APO Annual Plan of Operations 年間活動計画

BHU Basic Health Unit 基礎保健ユニット

CDG Capacity Development Grant 能力開発交付金

CDS
Capacity Development Strategy for Local 
Government

地方行政能力開発戦略

C/P Counterpart カウンターパート

DAC Development Assistance Committee 開発援助委員会（OECD）

DANIDA Danish International Development Agency デンマーク国際開発援助庁

DLG Department of Local Governance of MoHCA 内務文化省地方行政局

DPO Dzongkhag Planning Officer 県計画官

DT
Dzongkhag Tshogdu（District Development 
Council）

県開発委員会

ECP Environment, Climate Change and Poverty 環境・気象変動・貧困

FYP Five-Year Plan（of Bhutan） ブータン 5 カ年計画

GA Gewog Accountant 地区経理担当職員

GAO Gewog Administration Officer 地区行政官

GNHC Gross National Happiness Commission 国家計画委員会

GT
Gewog Tshogde（Gewog Development 
Council）

地区開発委員会

HRD Human Resource Development 人的資源開発（担当官）

ICBP Integrated Capacity Building Plan 総合人材育成計画

JCC Joint Coordinating Committee 合同調整委員会

JICA Japan International Cooperation Agency 国際協力機構

LDD Local Development Division of GNHC 地方開発課（国家計画委員会）

LDPM Local Development Planning Manual 地方開発計画マニュアル

LGDP
Local Governance and Decentralization 
Programme

地方行政分権化プログラム

LGSDP
Local Governance and Sustainable Development 
Programme

地方政府持続的開発プログラム

LGSP Local Governance Support Program 地方行政支援プログラム



略語 正式名称 日本語

LoCAL Local Climate Adaptive Living（Facility） 地方環境適応生活ファシリティ

M&E Monitoring and Evaluation モニタリング・評価

MoF Ministry of Finance 財務省

M/M Minutes of Meeting 協議議事録

MoHCA Ministry of Home and Cultural Affairs 内務文化省

NGO Non-Government Organisation 非政府組織

Nu Ngultrum ニュルタム（ブータン国通貨）

OECD
Organization for Economic Cooperation and 
Development

経済協力開発機構

OJT On-the-Job Training オンザジョブ・トレーニング

PDCA plan-do-check-act cycle
事業活動における計画・実行・評価・改

善のサイクル

PDM Project Design Matrix プロジェクト・デザイン・マトリックス

PlaMS Planning and Monitoring System 計画・評価制度

PLSD Participatory Local Social Development 参加型地域社会開発

PO Plan of Operations 活動計画

P&P Planning & Prioritization 計画策定と優先順位（研修）

PMU Project Management Unit プロジェクト管理ユニット

RBM Results Based Management 成果重視型管理

R/D Record of Discussion 討議議事録

RGoB Royal Government of Bhutan ブータン王国政府

RIM Royal Institute of Management 王立経営研究所

RNR Renewable Natural Resources 再生可能自然資源（農業普及員）

ROD Representative Office of Denmark デンマーク代表事務所

SCDD System and Capacity Development Division 制度・能力向上課

SKRA Sector Key Result Areas 各セクターの中心課題

TOR Terms of Reference 委託事項または委託条件書

TOT Training of Trainers トレーナー育成研修

UNCDF United Nations Capital Development Fund 国連資本開発基金

UNDP United Nations Development Programme 国連開発計画

WG Working Group 作業部会



Glossary

略語 正式名称 日本語

Chiwog
Group of villages, Sub-Gewog level 
administrative unit

村（10 ～ 50 戸からなる。行政組織では

ない）

Dzongdag District Governor/Chief Executive Officer 県知事（ゾンダ）

Dzongrabs Deputy Executive Officer of a District 副知事

Dzongkhag District 県（ゾンカック）

Gaydrung Gewog Clerk 地区事務員

Gewog Block 地区（ゲオグ）

Gup Gewog Head
地区長（ガップ、県開発委員会委員を兼

務）

Mangmi Deputy Gewog Head
副地区長（マンミ、県開発委員会委員を

兼務）

Tshogpa
Chiwog level elected representative, Gewog 
Tshogde member

村代表（地区開発委員会委員）
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１－１　協力の背景と概要

ブータン王国（以下、「ブータン」と記す）では、長期にわたり地方分権化の取り組みが進め

られ、1981 年に県（ゾンカック）レベルの県開発会議（DYT）が、1991 年に地区（ゲオグ）レ

ベルの地区開発議会（GYT）が設置され、地方分権関連法の改正に基づき、2002 年 6 月には初

めての成人男女（21 歳以上）の直接投票による地区長（ガップ）選挙が実施された。2008 年に

は初めての成文憲法が制定されるとともに、2012 年に地方分権化に係る規則を策定するなど、

更なる地方自治体制の整備が行われており、地方分権化への動きはますます加速している。

具体的には、2008 年 7 月から開始された第 10 次 5 カ年計画では、中央政府から全国 205 地

区に直接配賦する地方政府開発予算交付金（Annual Capital Grant）制度が導入され、地区レベ

ルにおける地方交付金を運用するための開発計画を策定することとなった。しかしながら、県

及び郡レベルにおいて、住民ニーズを踏まえ、かつ優先順位づけを明確化した開発計画づく

り、開発事業の技術的検討・積算、開発事業の工事監理及び完工後の事業のモニタリング・維

持管理に関するキャパシティ不足が効果的な開発計画の策定及び地方交付金運用のボトルネッ

ク要因となっている。右課題に対応するため、ブータン政府は、地方人材育成のための総合

人材育成計画（Integrated Capacity Building Plan：ICBP）に基づいた研修を実施し、ICBP は

その後、2012 年に策定された地方行政能力開発戦略（Capacity Development Strategy for Local 
Government：CDS）実施のための具体的手段として位置づけられた。

このようなブータン側の努力を背景に、JICA は内務・文化省地方行政局（DLG）を C/P とし、

2004 年 3 月から 2006 年 10 月まで「地方行政支援プロジェクトフェーズ 1」を実施した。同プ

ロジェクトでは、3 県 25 地区を対象にしたパイロット事業を通じて地方行政制度の構築を支援

するとともに、関係職員の能力向上を中心とした協力を行ってきた。

その後、フェーズ 1 の成果を踏まえ、ICBP による更なる人材育成に支援することを目的と

して、2007 年 10 月より 3 年間、上記 ICBP の主管部署である国家計画委員会（Gross National 
Happiness Commission：GNHC）地方開発局をカウンターパート（C/P）に「地方行政支援プロジェ

クトフェーズ 2」を実施した。本プロジェクトでは、ICBP を改訂し、研修教材を作成するとと

もに、地方行政官に対する ICBP 研修を実施し、加えて東部のタシアンツェ県の 8 つの地区で

地方行政サービスに係るパイロットプロジェクトを計画・実施することを通じ、その成果・教

訓を取りまとめ、ICBP の制度化にかかる提言を残した。

2010 年 5 月に行われたフェーズ 2 の終了時評価では、ICBP が近い将来承認される CDS の重

１.　案件の概要

国名：ブータン王国 案件名：地方行政支援プロジェクトフェーズ 3

分野：ガバナンス 援助形態：技術協力プロジェクト

所轄部署：産業開発・公共政策部　行財政・金

融課

協力金額（評価時点）：79 百万円

協力期間 （R/D）： 2012 年 10 月 16 日

2011 年 2 月 21 日

～ 2014 年 8 月 23 日

先方関係機関：ブータン内務文化省　地方行政局

日本側協力機関：

他の関連協力：

評価調査結果要約表
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要な要素として位置づけられることが見込まれていたこともあり、ブータンにおける地方分権

化の流れを踏まえ、ICBP 研修に参加した地方行政職員が住民ニーズを踏まえた計画・予算策定

することを支援する仕組みを構築していく必要性が提言された。

上記提言を受け、2010 年 9 月、国際協力機構（JICA）は詳細計画策定調査によって、「地方

行政支援プロジェクトフェーズ 3」の設計作業を行い、2010 年 12 月、Record of Discussion（R/D）

を署名、交換し、本プロジェクトの枠組みを合意した。

その結果、2011 年 2 月 21 日～ 2014 年 8 月 23 日までの 3 年 6 カ月間の予定で本プロジェク

トを実施することとなった。今般プロジェクト開始から約 2 年が経過し、中間レビュー調査を

実施することとなった。

１－２　協力内容

（1）上位目標

ICBP の実施を通じて、ターゲット県・地区が住民のニーズを組んだ開発計画を策定し、

事業を実施することができるようになる。

（2）プロジェクト目標

地方開発の事業マネジメントに資する継続的な ICBP 研修実施のための仕組みが確立さ

れる。

（3）成果

成果１：持続的な ICBP 研修のマネジメントに必要な能力が強化される。

成果２：持続的な ICBP 研修の実施・改訂に必要な能力が強化される。

成 果３：ターゲット県の地区行政官の ICBP 研修を踏まえた開発計画策定及び事業実施に係る

教訓が取り纏められる。

成 果４：地方開発計画・事業実施のグッドプラクティスがターゲット県内外で共有するため

の仕組みが確立される。

（4）投入（評価時点）

1）日本側：総投入額　79 百万円

長期専門家派遣： 1 名 機材供与： 4.9 百万円

短期専門家派遣： 0 名 ローカルコスト負担： 11.5 百万円

研修員受入： 31 名

2）相手国側：

カウンターパート配置：　　4 名

機材購入：無し

土地・施設提供：プロジェクト事務所スペースの提供、その光熱費等

ローカルコスト負担　事務担当アシスタント職員の提供
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３－１　実績の確認

３－１－１ アプトプットの達成度

成果１：持続的な ICBP 研修のマネジメントに必要な能力が強化される。

成果達成に向けて順調に進んでいる。CDS が 2012 年 9 月に正式に承認され、ICBP は同

戦略を達成するための手段として明確に位置づけられた。かかる政策環境のもと、地方行政

局（Department of Local Governance of MoHCA：DLG）のイニシアティブにより ICBP 研修は

改訂され、地方行政の多様なニーズに対応するために 4 コースから 10 コースに拡大された

（ICBP  2012）。また ICBP の質を確保するための諮問委員会として、中央、地方政府の行政官

等から成る ICBP ワーキンググループ（ICBP  WG）が設立された。ICBP  2012 は第 11 次 5 カ

年計画（2013 ～ 2018）より本格運用の予定であり、これに併わせた研修計画（研修カレンダー）

が作成されている。中間レビュー調査時点で研修実施にかかる予算は確保されていないが、

プロジェクト期間中に上記計画に基づいた必要経費を積算し、今後の予算確保に向けた取り

組みが行われる予定。なお、計画策定と優先順位（Planning & Prioritization：P&P）研修は既

に全国レベルで実施されている。

成果２：持続的な ICBP 研修の実施・改訂に必要な能力が強化される。

成果達成に向けて順調に進んでいる。ICBP  2012 のカリキュラム・教材は開発され、2013
年 3 月に ICBP  WG によって認証された。このうち、リーダーシップと開発計画研修は従前

の行政マネジメント研修を改訂したものである。また計画策定と優先順位（P&P）研修も関

係者ワークショップからのフィードバックを踏まえて一部改訂された。今後、新たに導入さ

れたコースについては 2013 年中に TOT（Training of Trainers）を実施し、その後パイロット

県において試行的に実施する予定。試行結果を経て、必要に応じてカリキュラム・教材の修

正を行い、本格的に実施する計画である。また P&P 研修の地区レベルの講師である地区行政

官（Gewog Administration Officer：GAO）の一部は本邦研修やインドネシア、フィリピンへの

第三国研修に参加し、能力向上が図られている。

成果３：ターゲット県の地区行政官の ICBP 研修を踏まえた開発計画策定及び事業実施に係る

教訓が取りまとめられる。

P&P 研修がターゲット県にて実施され、インタビュー調査の結果によればほとんどの地区

において開発計画策定の優先順位を検討できると回答しており、地区における開発計画の質

の向上に貢献している。プロジェクトは地区長や地区議員対する補完セミナーや、GAO に対

するコミュニティファシリテーション研修を実施し、開発計画策定に係る関係者の能力向上

に貢献した。一方で事業レベルの実施モニタリングについては、その意義や方法について関

２．評価調査団の概要

調査者

団長 / 総括 天津　邦明 JICA 産業開発・公共政策部行財政・金融課　企画役

協力企画 薬師　弘幸 JICA 産業開発・公共政策部行財政・金融課　主任調査役

評価分析 山口　豊 有限会社　クランベリー

調査期間 2013 年 3 月 30 日〜 4 月 14 日 評価種類：中間レビュー

３．評価結果の概要
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係者の間で認識が十分共有されていなかったこともあり、実施されていない。今後は① ICBP
が研修対象者のニーズに応えているか、②地区行政官が研修で得た知識や技術を十分に活用

できているか、③既存のカリキュラム・教材をどのように改訂するべきか、といった観点か

ら評価する必要がある。

成果４：地方開発計画・事業実施のグッドプラクティスがターゲット県内外で共有するため

の仕組みが確立される。

開発計画及び実施された事業の優良事例の経験共有は、「リーダーシップマネジメント」研

修の中で GAO 間（2012 年２月）及び地区長間（2012 年 9 月）にて実施されている。また他

国の事例を学ぶ機会として、本邦研修や第三国研修（インドネシア、フィリピン）が実施さ

れたほか、日本及びインドネシアの専門家を招へいして現地セミナーを開催した。またこれ

ら研修で得られた知見は研修参加者によって幅広く共有されている。今後は、既存の全国の

県会合や地域ごとの地区会合の場を活用して、県や地区における開発計画策定やその実施に

かかる経験共有を行う予定（本プロジェクトによって新たな全国 / 地域会合を設立すること

はしない）。またグッドプラクティスのケースブックについては、地区の開発計画及びその教

訓の取りまとめ結果レポート（サマリー）を作成することから、別途ケースブックとして製

本することはしないことを合意した。

３－１－２ プロジェクト目標の達成度

プ ロジェクト目標：地方開発の事業マネジメントに資する継続的な ICBP 研修実施のための仕

組みが確立される。

これまでに ICBP の継続的実施に必要な制度的・組織的体制が整えられており、プロジェク

ト目標達成に向けて順調に進捗している。ICBP は 2012 年 9 月に制定された CDS の中に正式

に位置づけられ、その後、地方行政の多様なニーズに対応するために、ICBP  2012 として 4
コース

1
から 10 コース

2
に拡大改訂された。これに伴い ICBP  2012 実施に係る当面 5 年間の

研修実施計画が作成されている。また ICBP  WG が研修の質を確保するための諮問委員会と

して設立された。

今後は、拡大された新規コースの TOT（Training of Trainers）を実施するとともに、試行研

修を経て新コースのカリキュラム・教材を完成させる予定。また ICBP  2012 の研修実施経費

については、プロジェクトによって必要経費を積算した後に、DLG が予算確保に努めること

を確認した。本中間レビュー時点では DLG より LGSDP3
（地方政府持続的開発プログラム）

より予算を確保する方針が示されている。なお、P&P 研修については GNHC より地方政府自

らが研修実施経費を予算要求に含めるよう指示している。また ICBP  WG は既に実務的には

機能しているものの、試行期間であるため明確な TOR に基づいた常設委員会として規程化さ

1
　 1） Strategic Development Planning, 2） Administration & Management, 3） Office and Financial Management, and 4） Planning and 
Prioritization

2
　 1） Induction Course, 2） Local Government Leadership, 3） Planning and Prioritization, 4） Project Management, 5） Community Facilitation, 
6） Environment, Climate Change and Poverty, 7） Basic Engineering, 8） Finance, Budgeting and IT, 9） Office Management with IT and 10） 
Dzongkha UNICODE

3
　 Local Governance and Sustainable Development Programe の略。11 次 5 カ年計画（2013 ～ 2018）から運用開始予定。デンマーク、ス

イス、オーストリア、EU、UNDP 等が拠出。
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れるに至っていない。DLGは、プロジェクト期間中に同WGを規程化する方針を示している。

３－１－３ 上位目標の達成度

上 位目標：ICBP の実施を通じて、ターゲット県・地区が住民のニーズに沿った開発計画を策

定し、事業を実施することができるようになる。

P&P 研修は全国レベルで実施されていること、県議会や地区行政官から高い評価を得てい

ることから、上位目標達成に向けて順調に進捗している。しかしながら、開発計画策定と事

業の実施に係る県と地区行政の能力は依然として大きな格差があり、多くの地区行政は県や

GAO のサポートなしで事業を実施することは困難な状況にある。かかる状況を踏まえ、今後

地区行政が 5 カ年計画を策定し、地方政府開発予算交付金（Annual Capital Grant）を活用し

て事業を有効に実施するためには、P&P 研修を中心とした従前の 4 コースだけでは不十分と

の認識が DLG にて持たれるようになり、ICBP で対象とする研修コースが拡大されることと

なった。これにより本プロジェクト終了後の課題は、拡大 ICBP の全国実施ととらえることが

でき、本プロジェクトの役割は、拡大 ICBP の持続的な全国実施に向けた必要な体制を整備す

ることにあることが確認された。

３－２　評価結果の要約

（1）妥当性：高い

政策面において本プロジェクトは、ブータン政府が推進している地方分権化政策に合致

している。2009 年に地方行政法が制定されたのち、財政分権のための一歩として地方政府

開発予算交付金制度が導入された。その後 2011 年には分権化後初の地方選挙が実施され、

地方行政細則などが制定されている。本プロジェクトは、かかる政策のもと、新たに選出

された地区議員や関連の行政官の能力向上のための機会を提供しているほか、地方行政強

化のための ICBP 研修システムの持続的確立をめざしたものである。また地方行政官の能

力不足は、地方分権化推進の阻害要因として幅広く認識されており、ブータン政府はこれ

に対応するめ CDS を制定した。ICBP は CDS を実施するための主要な手段として位置づけ

られていることもからも、これを支援する本プロジェクトの妥当性は高い。また、本プロ

ジェクトのターゲット県であるチュカ県、ツォンガ県、ペマガツェル県は、各々西部、中

央、東部地域から選ばれており、地理的・文化的多様性のある同国において、各地域から

得られた経験は有効に活用できる。このほか、本プロジェクトは、わが国のブータン支援

方針に合致している。

（2）有効性：高い

本プロジェクトにおける各成果は、プロジェクト目標を達成するために有効と評価でき

る。ICBP の改訂・拡大が研修の持続的実施体制構築のための有効なインセンティブとし

て機能したほか、カリキュラム開発・改訂のための制度的基盤として ICBP  WG が設立さ

れるなど、成果 1 の活動はプロジェクト目標達成に向けて貢献している。また、成果 2 に

おけるカリキュラム改訂作業は、上記 ICBP  WG の機能化に貢献しているほか、今後、実

施される予定の新規研修の試行的実施や同フィードバックによる修正作業、TOT 等もプロ

ジェクト目標達成に向けて関係者の能力強化を図るために有効に貢献するものと考えられ
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る。このほか、成果３による P&P 研修は既に継続的に実施されており、豊富な経験に基づ

く同研修から得る教訓は ICBP 研修の持続的な仕組みづくりに大きく貢献するものである。

（3）効率性：比較的高い

本プロジェクトは、他国で実施されている地方行政支援分野の協力に比べて投入が小規

模であり、計画された成果が達成された場合、その効率性は高いと評価できる。またプロ

ジェクトが支援する改訂版 ICBP 研修は、地方政府の最小限のニーズに対して比較的簡易

な準備で実施できるように工夫しているため、多様な研修ニーズに対して効率性の高いア

プローチをとっている。他方で、国別研修は、その戦略的活用について改善の余地がある。

これまでの国別研修のなかには、その本プロジェクトにおける位置づけや目的が国内を含

む関係者で共有されていない場合もみられた。今後は国別研修の位置づけを ICBP  WG メ

ンバーや TOT トレーナーの強化、あるいは TOT への貢献等、その戦略的位置づけを明確

にすることが重要である。

（4）インパクト：高くなるものと予想される

中間レビュー調査の時点で、上位目標の達成見込みを正確に予測することは時期尚早で

あるが、３－１－３のとおり、P&P 研修は既に全国で実施され、同研修に基づく計画策定

プロセスが各地区の年間計画及び 5 カ年計画の策定に広く用いられている。今後も同研修

が継続的に実施されれば、ターゲット県・地区において、住民のニーズを反映した開発計

画が策定され、これを踏まえた事業が実施される見込みは高い。

（5）持続性：高くなるものと予想される

政策的な持続性は高い。次期 5 カ年計画（2013 ～ 2018）でも地方政府の能力向上は引き

続き優先課題となる見通しであり、また CDS に ICBP の位置づけが明記されたため、ICBP
の将来的な利用がより確かなものとなった。制度・組織面では、ICBP  WG が ICBP の質の

確保のために諮問機関として既に有効に機能している。今後は ICBP  WG の TOR（Terms 
of Reference）を明確化したうえで常設の委員会として規定化される必要がある。また

ICBP 研修が拡大したことに伴いこれを担当する DLG の職員の増員も求められ、DLG は現

在増員申請中である。技術面では、DLG は既に ICBP 研修マネジメントのノウハウを蓄積

しているが、今後も継続的に研修を実施することでその能力の更なる向上が期待できる。

新コースの研修講師の育成は今後本格的に実施されるが、外部リソースに頼らなくても研

修を実践できるよう TOT 講師が拡大されることが期待される。財政面では、既述のとおり

DLG は LGSDP により研修予算を確保する見通しであるほか、P&P 研修については県レベ

ルで研修予算を確保する方針が示されている。

３－３　実施プロセス

３－３－１ 効果発現に貢献した要因

（1）計画内容に関すること

1）　ICBP 研修内容の拡大

ブータンの地方政府の研修ニーズに対応するため、ICBP 研修を改訂するにあたっ
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て、研修内容を 10 コースとする大幅な拡大を行った。このことは DLG の ICBP 研修

マネジメント能力の向上に貢献した。

（2）実施プロセスに関すること

1）ブータン側のイニシアティブ

ICBP 改訂プロセスは、2012 年 2 月から 3 月までに実施されたワークショップに参

加したブータン側参加者の強いイニシアティブで進められた。このプロセスによって

ICBP が本格的に改編されたことにより、本プロジェクトは、改訂 ICBP を中心とした

活動に組み立てられることとなった。

2）ICBP  WG の結成

ICBP の改訂にあたって、よりディマンドサイドに近い現場の意見を取り入れ、研修

の質を向上させるために ICBP  WG が結成された。ICBP  WG は ICBP の改訂に中核的

な役割を果たしている。また、この ICBP  WG の結成には、本邦研修に参加した地方行

政ステークホールダーのネットワークが生かされた。

3）経験共有アプローチ

本プロジェクトのアプローチの特徴は、地方分権に向けた明確な方針をもつブータン

側の強いイニシアティブを背景とした「経験共有」アプローチが有効に機能しているこ

とにある。プロジェクトでは日本のほか、インドネシアやフィリピンにおける経験共有

ための研修やセミナーの機会を提供し、これらの参加者は DLG に対して、研修で得た

こと、自らの活動への生かし方を報告することが求められた。また研修参加者は ICBP
改訂において中核的な役割を果たすとともに、一部の帰国研修員は ICBP  WG のメン

バーとして新規コースのカリキュラム・教材開発にあたり重要な役割を果たしている。

4）地方行政官へのアプローチ

本プロジェクトでは、住民ニーズに基づいた質の高い開発計画を策定するための鍵と

なる関係者として、地区行政官（GAO）を重要視し、これに係る能力強化に努めている。

数多くの研修、セミナー、ワークショップが GAO のために実施され、参加した数多く

の GAO は、各地区においてこれらの機会で得た経験を共有している。

３－３－２　問題点及び問題を惹起した要因

（1）計画内容に関すること

CDS 承認の遅延、及び P&P 研修実施時期は地方選挙の影響により、当初の活動計画よ

りも遅延したが、選挙終了後に新たに当選した地区議員を対象に全国レベルで実施され、

2013年 1月までに完了した。またCDSの制定・認証も当初の予定よりも遅れたことから、

ICBP カリキュラム改訂の時期が遅れるなどの影響が生じた。

（2）実施プロセスに関すること

特になし。
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３－４　結論

本プロジェクトは、開始当初に P&P 研修の実施や改訂に遅れがみられたものの、順調にプロ

ジェクト目標達成に向かって進捗している。プロジェクトは ICBP 研修の改訂及び研修コース

の拡大に伴い、新規コース開始に係る必要な支援を行っている。これまでにカリキュラムと教

材のドラフトが開発されたほか、その制度面・組織面の体制として ICBP  WG が設立された。

こうしたプロセスを通して DLG の ICBP マネジメント能力は強化され、質を確保された研修を

実施するための体制も強化された。P&P 研修については、「地方政府支援プログラム」（Local 
Governance Support Program：LGSP）の協力を受けてブータン政府が全国規模の研修を既に実施

している。

今後は改訂された ICBP 研修実施にかかる予算確保と、ICBP  WG の常設委員会としての公式

な制度化が持続的な ICBP 実施体制を確立するための鍵となる。また、より実務的な能力強化の

方策として、新コース実施に係る TOT 及び新コースの試行的実施が重要である。当初の PDM
はP&P研修に焦点を当てたアプローチとなっているが、プロジェクト目標を達成するためには、

新たな状況を踏まえ、拡大された改訂 ICBP のニーズに的確に応えるために PDM の改訂が必要

と判断される。

３－５　提言

（1）長期的分権化プロセスのコンテクストを踏まえた本プロジェクト実施の重視

ICBP 研修の妥当性と有効性の検証はブータンの長期的分権化プロセスのコンテクストか

らモニタリングすることが有効である。具体的な方法として、地方政府開発予算交付金を

用いた開発活動実施状況のモニタリングと ICBP のモニタリングをリンクさせることが有

効である。地方政府の行政サービス実施能力及びこれに伴う地方分権の進捗状況の分析結

果を確認することにより、ICBP 研修の役割を確認し、必要に応じてその内容の改訂などの

調整が可能となる。そのためには GNHC、DLG、その他関係ドナーとの協調が重要である。

（2）プロジェクト管理の改善

プロジェクトの進捗状況を適切に確認し、その後のプロジェクト計画に適切に反映させ

るためにプロジェクトマネジメントのあり方について改善の余地がある。これまでプロ

ジェクトでは 2012 年 7 月に 1 度合同調整委員会（JCC）を開催したのみだったため、当初

の活動計画と実際の活動の齟齬が本調査実施時まで継続した。今後 JCC は、少なくとも年

１回開催（可能であれば年２回）し、進捗、成果達成状況、ボトルネック要因の特定と教

訓の確認、これを踏まえたその後のアクションなどについて、関係者と議論及び共有する

ことが求められる。また実際の活動と計画に齟齬が生じた場合は適切なタイミングで必要

な調整を行い、JCC の場で合意することが必要である。

（3）ICBP  WG の役割と責任の明確化

ICBP  WG の役割と責任は公式に制度化される必要がある。ICBP  WG は ICBP の質の確

保を主な機能としているが、その活動は試行段階にあるため、その TOR と常設機関として

の位置づけは規程などで認証されるに至っていない。ICBP  WG はプロジェクトが構築を

めざす ICBP 実施体制のなかでも重要な機能を担うことから、TOR を明確化したうえで常
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設の委員会として承認を得ることが重要である。さらには他ドナーを含めた関係者の間で

ICBP  WG の公的な役割について広く認知される必要がある。

（4）ICBP 研修実施のための予算の確保

地方行政の能力向上は、ブータン政府の優先的な活動の 1 つであるが、他分野の優先事

項も存在するため、本中間レビュー調査時点では、改訂 ICBP 実施経費にかかる予算は確

保されていない。DLG は本プロジェクトによって具体化された研修計画及び積算情報を活

用して、他ドナーによる財政的支援を念頭に、継続的に予算確保に努める必要がある。ま

た P&P 研修については、県や地区へ中央からの予算獲得状況についてモニタリングする必

要がある。

（5）国別研修のより戦略的な利用

効率性の評価で指摘されたように、国別研修はより戦略的な目的をもって実施されるこ

とが望ましい。プロジェクトは中間レビュー調査後に国別研修をどのように利用するか日

本・ブータン国側双方で議論を深める必要がある。

（6）DLG 職員の増員

ICBP 研修が拡大したことに伴い、DLG はこれに対応するために十分な数の職員を確保

する必要がある。DLG の担当部課の職員数は現在 3 名のみだが、地方行政能力向上のため

のアプローチが拡大し、より複雑になっている状況を踏まえれば、十分な数の職員を備え

た適切な組織的なバックアップ体制が必要となる。

３－６　教訓

プロジェクト実施のコンテクストの重要性

研修コンポネントが中心となるプロジェクトでは、特に受入国のニーズに係るコンテクス

トを常に考慮することが重要である。本プロジェクトの場合、地方行政の能力向上の課題は、

ブータンの民主化と分権化のプロセス全体のコンテクストのなかで認識され、CDS と ICBP は

これら全体の流れのなかで位置づけられている。プロジェクトの実施にあたっては、中長期的

な視点でブータンの民主化と分権化の状況や方向性に注意を払い、これに応じてその方向性と

実施体制を柔軟に適用させることが肝要である。

４．合意事項

上記評価結果を踏まえ、今後のプロジェクト実施について合意した事項は以下のとおり。

（1）PDM 及び PO の改訂

ICBP の改訂に伴い、コース数が拡大し、新コースに係るカリキュラム・教材開発や、TOT
等のニーズに対応するため、PDM 及び PO を付属資料２のとおり改訂する。また改訂にあ

たっては、プロジェクト活動して実施する M ＆ E の対象を「開発事業」レベルのモニタリン

グから「研修実施」レベルのモニタリングへ変更する。



x

（2）本プロジェクトが支援する ICBP 研修のコース

拡大された ICBP 研修コースのうち、本プロジェクトで支援するコースは以下の 5 コースと

する。

1）　リーダーシップと開発計画

2）　計画策定と優先順位（P&P）
3）　プロジェクトマネジメント

4）　コミュニティファシリテーション

5）　基礎エンジニアリング
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第１章　中間レビュー調査の概要

１－１　調査団派遣の経緯

「ブータン王国地方行政支援プロジェクトフェーズ 3」（以下、プロジェクト）は、ブータン政

府の要請を受け、2011 年 2 月から 2014 年 8 月までの 3 年 6 カ月の予定で国際協力機構（JICA）

がブータン政府内務文化省地方行政局（Department of Local Governance of MoHCA：DLG）ととも

に実施している技術協力プロジェクトである。今般、協力期間の中間を経過したことから、JICA
の事業評価ガイドラインに基づき、中間レビュー調査が実施された。

本中間レビュー調査は、日本・ブータン国側双方により行われた合同中間レビューである。

１－２　調査目的

本中間レビュー調査の目的は以下のとおりである。

（1�）PDM 及び PO に基づき、プロジェクトの投入実績、活動実績、アウトプット達成状況につ

いて確認する。

（2�）調査実施時点までのプロジェクト目標及びアウトプットの達成状況を確認するとともに、

事業実施上の課題及び問題点を抽出する。

（3 ）評価 5 項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、持続性）の観点から、ブータン側レ

ビューメンバーとともに合同で中間レビューを行う。

（4�）上記（3）のレビュー結果に基づき、プロジェクト後半に向けた提案、助言を抽出する。

（5�）上記（1）から（4）のレビュー結果に基づいて、ブータン側レビューメンバー、プロジェ

クト専門家及びブータンのプロジェクト関係者と協議のうえ、協議結果についてブータン側

と合意事項として協議議事録（Minutes of Meeting：M/M）に取りまとめる。

１－３　調査団の構成

合同中間レビュー調査チームは以下のメンバーで構成された。

＜日本側＞

担　当 氏　名 所　　属

1 団長 / 総括 天津　邦明 JICA 産業開発・公共政策部行財政・金融課企画役

2 協力企画 薬師　弘幸 JICA 産業開発・公共政策部行財政・金融課主任調査役

3 評価分析 山口　豊 有限会社　クランベリー
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＜ブータン側＞

氏　名 所　属

1 Mr. Tshering 
Chophel

Sr. Programme Officer, Research, Information and Development Division, 
DLG

2
Mr. Kinzang 
Tshering

Sr. Programme Officer, Coordination, Monitoring and Evaluation Division, 
DLG

１－４　調査日程

本中間レビュー調査は 3 月 30 日から 4 月 14 日までの期間、以下の日程により実施された。

日時 天津団長・薬師団員 山口団員

18：10 成田発 （JL 711）

3/31 日

00：30 シンガポール着

06：30 シンガポール発 （KB501）
10：25 パロ着

4/1 月

10：00 DLG 局長

10：30 DLG カウンターパート

14：30  プロジェクト専門家、 APECS 社（新コー

ス開発コンサルタント）

4/2 火
10：00 GNHC
14：00  NYCOM 社（新コース開発コンサルタント）

4/3 水

09：30 チュカへ移動

12：00  Courtesy call with Dasho Dzongdag
14：30 チュカ県行政官ヒアリング

4/4 木

10：00  地区行政官（GAO）、地区長、副地区長、

地区議員からのヒアリング

（Bjabcho 地区事務所、チュカ県）

14：30  地区行政官（GAO）、地区長、副地区長、

地区議員からのヒアリング

（Chapcha 地区事務所、チュカ県）

ティンプへ移動

4/5 金 レポート作成

4/6 土 18：10 成田発 （JL 711） レポート作成

4/7 日

00：30 シンガポール着

06：30 シンガポール発（KB501）
10：25 パロ着

レポート作成

15：00 専門家チームとの打合せ
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4/8 月

10：00 JICA ブータン事務所打合せ

11：30 DLG 局長

14：30 内務・文化省次官表敬

15：30 DLG カウンターパート

4/9 火

9：30 デンマーク代表部（ROD） 
11：00 ヘルベタス（NGO）

12：00  UNDP
15：00  地区長、副地区長、地区議員からのヒアリング（Kawang 地区、ティンプー県）

4/10 水
9：30  M/M 協議

M/M ドラフト作成

4/11 木 M/M 協議

4/12 金

10：00 合同調整委員会（JCC）
12：00  M/M 署名

16：00  JICA ブータン事務所報告

4/13 土

10：50 パロ発 （KB 130）
15：40 バンコク着

21：45 バンコク発（JL 034）

4/14 日 06：00 羽田着

１－５　主要面談者

（1）内務文化省（MoHCA）

Dasho Tshering Dorji  Secretary

（2）内務文化省地方行政局（DLG）

Dasho Dorji Norbu  Director
Mr. Wangdi Gyeltshen  Sr. Program Officer
Mr. Kinzang Tshering  Sr. Program Officer
Ms. Thinley Om  Project Manager, LGSP（Local Governance Support Programme）

Project
Ms. Pema Choki  Program Officer

（3）国家計画委員会（GNHC ）
Mr. Karma Jamtsho  Dy. Chief Planning Officer

（4）Chhukha 県

Dasho Pemba Wangchuk  Dzongdag
Dasho Pema Dorji  Dzongrab
Mr. Tshering Chophel  Dzongkhag Engineer
Mr. Sonam  Dzongkhag Agriculture Officer
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Ms. Sonam Choden  Dzongkhag Planning Officer
Mr. Kinley Wangdi  HR Officer
Mr. Sonam Tshering  DT Secretary

（5）Chhukha 県 Bjabcho 地区

Mr. Gyeltshen  Gup
Ms. Choden  Mangmi
Mr. Pema Loday  Gewog Adm Officer
Mr. Karma Thinley  Gedrung
Mr. Pangku  Bjabcho Tshogpa
Mr. Karchung  Mebisa Tshogpa
Ms. Sangay Zam  Tashigatshel Tshogpa

（6）Chhukha 県 Chapcha 地区

Mr. Dorji Penjor  Gup
Mr. Changlo  Mangmi
Ms. Tshering  Gewog Adm Officer
Ms. Kesang Wangmo  Agri. Extension Officer
Mr. Tobgay  Tshamdag Tshogpa
Ms. Thinley Bidha  Dokhachu Tshogpa

（7）Kawang 県

Mr. Sonam Dorji  Gup
Mr. Tshering Dorji  Mangmi
Mr. Tshewang Dorji  Gedrung
Mr. Pirpon  Dazhi Tshogpa
Ms. Karma  Kuzuchen Tshogpa
Ms. Kinley Dema  Choekhor Tshogpa
Mr. Kuenga Dorji  Changtagang Tshogpa

（8）デンマーク代表部（ROD ）
Mr. Tek Bahadur Chhetri  Head
Ms. Karma Dema  Program Officer

（9）UNDP
Mr. Kunzang Norbu  Assistant Resident Representative

（10）Helvetas（スイス拠点の国際 NGO）

Ms. Tashi Pem  Dy. Resident Representative
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（11）民間コンサルタント

Mr. H. N. Adhikari  APECS Consultancy
Mr. Nim Karma Sherpa  NYCOM Consultants

（12）プロジェクト専門家

津川　智明 地方人材育成

（13）JICA ブータン事務所

浅熊　由美子 所長

古川　美晴 企画調査員
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第２章　プロジェクトの概要

２－１　プロジェクトの背景

ブータン国では、長期にわたり地方分権化の取り組みが進められ、1981 年に県（ゾンカック）

レベルの県開発会議（DYT）が、1991 年に地区（ゲオグ）レベルの地区開発議会（GYT）が設

置され、地方分権関連法の改正に基づき、2002 年 6 月には、初めての成人男女（21 歳以上）の

直接投票による地区長（ガップ）選挙が実施された。2008 年には、初めての成文憲法が制定さ

れるとともに、2012 年に地方分権化に係る規則を策定するなど、更なる地方自治体制の整備が

行われており、地方分権化への動きはますます加速している。

具体的には、2008 年 7 月から開始された第 10 次 5 カ年計画では、中央政府から全国 205 地区

に直接配賦する地方政府開発予算交付金（Annual Capital Grant）制度が導入され、地区レベルに

おける地方交付金を運用するための開発計画を策定することとなった。しかしながら、県及び郡

レベルにおいて、住民ニーズを踏まえ、かつ優先順位付けを明確化した開発計画づくり、開発

事業の技術的検討・積算、開発事業の工事監理及び完工後の事業のモニタリング・維持管理に

関するキャパシティ不足が効果的な開発計画の策定及び地方交付金運用のボトルネック要因と

なっている。右課題に対応するため、ブータン政府は、地方人材育成のための総合人材育成計画

（Integrated Capacity Building Plan：ICBP）に基づいた研修を実施し、ICBP はその後、2012 年に策

定された地方行政能力開発戦略（Capacity Development Strategy for Local Government：CDS）実施

のための具体的手段として位置づけられた。

このようなブータン側の努力を背景に、JICA は内務文化省地方行政局（DLG）をカウンター

パート（C/P）とし、2004 年 3 月から 2006 年 10 月まで「地方行政支援プロジェクト（フェー

ズ 1）」を実施した。同プロジェクトでは、3 県 25 地区を対象にしたパイロット事業を通じて

地方行政制度の構築を支援するとともに、関係職員の能力向上を中心とした協力を行った。そ

の後、フェーズ 1 の成果を踏まえ、ICBP による更なる人材育成を支援することを目的として、

2007 年 10 月より 3 年間、上記 ICBP の主管部署である国家計画委員会（Gross National Happiness 
Commission：GNHC）地方開発局を C/P に「地方行政支援プロジェクト（フェーズ 2）」を実施した。

本プロジェクトでは、ICBP を改訂し、研修教材を作成するとともに、地方行政官に対する

ICBP 研修を実施し、加えて東部のタシアンツェ県の 8 つの地区で地方行政サービスに係るパイ

ロットプロジェクトを計画・実施することを通じ、その成果・教訓を取りまとめ、ICBP の制度

化にかかる提言を残した。

2010 年 5 月に行われたフェーズ 2 の終了時評価では、ICBP が近い将来承認される CDS の重要

な要素として位置づけられることが見込まれていたこともあり、ブータンにおける地方分権化の

流れを踏まえ、ICBP 研修に参加した地方行政職員が住民ニーズを踏まえた計画・予算策定する

ことを支援する仕組みを構築していく必要性が提言された。

上記提言を受け、2010 年 9 月、JICA は詳細計画策定調査によって、「地方行政支援プロジェク

ト（フェーズ 3）」の設計作業を行い、2010 年 12 月、討議議事録（Record of Discussion：R/D）を

署名、交換し、本プロジェクトの枠組みを合意した。その結果、2011 年 2 月 21 日～ 2014 年 8 月

23 日までの 3 年 6 カ月間の予定で本プロジェクトを実施することとなった。
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２－２　プロジェクトの概要（中間レビュー調査時点）

（1）協力期間

2011 年 2 月～ 2014 年 8 月

（2）相手国機関

内務文化省地方行政局（DLG）

（3）プロジェクトの概要（当初計画
4
）

上位目標

総合人材育成計画（ICBP）の実施を通じて、ターゲット県・地区が住民ニーズを汲んだ

開発計画を策定し、事業を実施することができるようになる。

プロジェクト目標

地方開発の事業マネジメントに資する持続的な ICBP 研修実施のための仕組みが確立され

る。

成果

1）　持続的な ICBP 研修のマネジメントに必要な能力が強化される。

2）　持続的な ICBP 研修の実施・改訂に必要な能力が強化される。

3）　 ターゲット県の地区行政官の ICBP 研修を踏まえた開発計画策定及び事業実施にかか

る教訓が取りまとめられる。

4）　 地方開発計画・事業実施のグッドプラクティスをターゲット県内外で共有するための

仕組みが確立される。

（4）対象地域

チュカ県、ツォンガ県及びペマガツェル県

２－３　ICBP の位置づけ及びこれを踏まえたプロジェクト活動の方向性

（1）地方行政能力開発戦略（CDS）と ICBP の位置づけ

1）　分権化・民主化の流れ

ブータンでは、長期にわたり地方分権化の取り組みが進められ、1981 年に県（ゾンカッ

ク）レベルの県開発会議（DYT）が、1991 年に地区（ゲオグ）レベルの地区開発議会（GYT）
が設置され、地方分権関連法の改正に基づき、2002 年 6 月には、初めての成人男女（21
歳以上）の直接投票による地区長（ガップ）選挙が実施された。2008 年には、初めての

成文憲法が制定されるとともに、2012 年に地方分権化に係る規則を策定するなど、更な

る地方自治体制の整備が行われており、地方分権化への動きはますます加速している。

かかる状況を踏まえ、地方分権に関して現在認識されている重要課題について、ヒアリ

ングした結果、政府関係者、他ドナー等いずれの関係者も「地方行政官の能力向上」が挙

4
　本中間レビュー調査時に改訂
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げられた。長年ブータンで活動している Helvetas（スイス拠点の国際 NGO）よれば、急速

な地方分権化プロセスのペースに対して、地区レベルの自治体は地方分権のルールや諸規

則への理解が追いついていない状況があることが指摘された。またこのほかにも地方都市

部における人口流入とこれに伴う都市サービス（廃棄物処理、排水処理、上水提供等）の

問題が顕著化しつつある一方で地方都市部の問題が無視されていることなどが指摘され

た。

2）　地方政府開発予算交付金と CDS、ICBP
ブータンにおける地方分権を促進するため、2008 年 7 月から開始された第 10 次 5 カ年

計画（2008 ～ 2013）5
において、中央政府から全国 205 地区に直接配賦する地方政府開発

予算交付金（Annual Capital Grant）制度が導入され、各地区においては地方交付金を運用

するための開発計画を策定することとなった。しかしながら、県及び郡レベルにおいて、

住民ニーズを踏まえ、かつ優先順位付けを明確化した開発計画づくり、開発事業の技術的

検討・積算、開発事業の工事監理及び完工後の事業のモニタリング・維持管理に関する

キャパシティ不足が効果的な開発計画の策定及び地方交付金運用のボトルネック要因と認

識されている。かかる状況を踏まえ、ブータン政府は地方行政人材能力向上を本格的に図

るため、2012 年 9 月に CDS を策定し、本プロジェクトで支援する ICBP は、CDS を実施

するための具体的手段として、明確に位置づけられることとなった（図２－１参照）。

 

国家レベル
5カ年計画

県レベル
開発計画

地区レベル
開発計画

地方行政官の能力の欠如は(1) 開発計画策定、(2)計画された事業の効果的・効率的
な実施をするためのボトルネック要因となっている。
欠如している能力
1. きめ細やかな事業計画（例：積算）及び調達計画
2. 地方政府に対する技術的支援 （例：エンジニアリング等）
3. 多様な事業の査定プロセス（技術面や環境配慮面の査定を含む）

地方政府に対する資金配賦メカニズム
(i) 地方政府開発予算交付金、 (ii) 地方政府経常予算交付金, 

(iii) イヤーマーク交付金

地方行政能力開発戦略（ＣＤＳ）の必要性

ＣＤＳを実践するための計画としてのICBPの必要性

出所：プロジェクトからの情報基に調査団作成

図２－１　CDS と ICBP の位置づけ

2）　ICBP の拡大

2012 年 9 月に CDS が承認され、ICBP が CDS 実現の手段として明確に位置づけれらた

ことから、これに対応するため DLG のイニシアティブによって ICBP コース編成の見直

しが行われた。結果、研修コース数は当初の 4 コースから 10 コースに拡大することが提

5
　ブータンにおける 5 カ年計画：第 10 次 5 カ年計画（2008.7 ～ 2013.6）、第 11 次 5 カ年計画（2013.7 ～ 2018.6）
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案され、2013 年 3 月に正式に承認された（図２－２参照。）。

対象となる能力強化項目

Strategic Development Planning

Administration & Management

Office and Financial Management

Planning and prioritization 

対象となる能力強化項目

Induction course 

Leadership and development 
planning 

Planning and prioritization 

Project management

Community facilitation 

Environment and climate change 
and poverty 

Basic engineering

Finance and budgeting and IT

Office management with IT

Dzongkha UNICODE

当初計画
(ICBP研修導入時)

現行計画

拡大

 
出所：プロジェクトからの情報もとに調査団作成

図２－２　ICBP の拡大

3）　プロジェクトアプローチ

本プロジェクトの当初計画では、当初の ICBP 研修のうち、毎年実施される計画策定優

先順位（Planning and Prioritization：P&P）研修に軸足をおいたプロジェクトデザインとなっ

ていた。しかしながら上述のとおり、プロジェクト期間中に ICBP 研修が拡大することと

なったことから、拡大された ICBP 研修の実施体制の構築が喫緊の課題となっている。プ

ロジェクトとしてこれに対応する支援へプロジェクトデザインを修正することが検討さ

れ、結果、本中間レビュー調査時の JCC において PDM 及び PO を修正することが確認さ

れた（後述）。
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第３章　評価の方法

３－１　評価の枠組み

本中間レビュー調査は、JICA の評価ガイドラインの下、プロジェクト・サイクル・マネジメ

ント（PCM）手法により、現行のプロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）に沿って次

のステップを踏んで実施された。

ステップ１：評価グリッドを作成し、レビュー方法につき確認。

ステップ２：質問票の配布・回収を含むレビューに必要な情報の収集。

ステップ３： プロジェクトの達成状況につき PDM に照らして確認し、R/D に示されたイン

プットの現状につき確認。

ステップ４： プロジェクト達成への貢献・阻害要因につきプロジェクトデザイン及び実施プロ

セスを含み分析。

ステップ５：5 項目評価によりプロジェクト全体を評価。

ステップ６：分析結果から勧告を抽出。

ステップ７：関係者との間でレビュー結果を共有し、最終的なプロジェクトの方向性を確認。

ステップ８：日本及びブータン双方の間で結果について合意。合同評価委員会での承認。

３－２　評価 5 項目

JICA のプロジェクト評価では、評価における価値判断の基準として、「評価 5 項目」を採用し

ている。評価 5 項目とは 1991 年に経済協力開発機構開発援助委員会（OECD - DAC）で提唱され

た開発援助の評価基準であり、以下の 5 つの項目から成る。

表３－１　DAC 5 項目による評価の視点

妥当性

（relevance）
開発援助と、ターゲットグループ・相手国・ドナーの優先度並びに政策・

方針との整合性の度合い。

有効性

（effectiveness）
開発援助の目標の達成度合いを測る尺度。

効率性

（efficiency）

インプットに対するアウトプット（定性並びに定量的）を計測する。開

発援助が期待される結果を達成するために最もコストのかからない資源

を使っていることを示す経済用語。最も効率的なプロセスが採用された

かを確認するため、通常、他のアプローチとの比較を必要とする。

インパクト

（impact）

開発援助によって直接または間接的に、意図的または意図せずに生じる、

正・負の変化。開発援助が、地域社会・経済・環境並びにその他の開発

の指標にもたらす主要な影響や効果を含む。

持続性（自立発展性）

（sustainability）
ドナーによる支援が終了しても、開発援助による便益が継続するかを測

る。開発援助は、環境面でも財政面でも持続可能でなければならない。

出所：「新 JICA 事業評価ガイドライン」（2010 年 6 月）
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３－３　情報収集手段

中間レビュー調査に必要となる主要な情報は、以下の方法で収集した。

表３－２　データ・情報収集手段及び主な情報源

データ・情報収集手段 情報源

既存資料のレビュー ・第 2 フェーズ運営指導調査報告書、終了時評価報告書

・詳細計画策定調査報告書

・プロジェクトによる定期報告（実施運営総括表）

・その他プロジェクト関連資料

・第 3 フェーズ運営指導調査団報告書

・ブータン政府による地方行政関連法令規則・資料

・ ドナー関連資料（UNDP、UNCDF、UN System in Bhutan、
DANIDA、Helvetas、ADB）

質問票調査 ・パイロット地域の県及び地区関係者

・日本人専門家

聞き取り調査及び

資料収集

・プロジェクトカウンターパート

・内務文化省地方行政局関係者

・国家計画委員会地方開発課（GNHC）
・チュカ県及びその地区の関係者

・日本人専門家、現地サポートスタッフ

・プロジェクト契約コンサルタント

・UNDP 事務所

・デンマーク連絡事務所

・Helvetas 事務所

・JICA ブータン事務所

出所：中間レビュー調査団
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第４章　プロジェクトの実績

４－１　投入の実績

４－１－１　日本側の投入

（1）日本人専門家派遣

本プロジェクトには、地方人材育成分野の長期専門家が 1 名が内務文化省地方行政局

（DLG）に派遣されている（付属資料 4 参照）。

（2）現地サポートスタッフ

プロジェクトチームには 1 名の常勤のブータン人サポートスタッフが雇用されている。サ

ポートスタッフは、主に事務補助、ワークショップなど開催時のアシスタント、通訳・翻訳

等の業務目的で雇用されている。

（3）本邦研修

プロジェクトはこれまでに 12回の国別研修を実施し（うち 9回は課題別研修国別枠を活用）、

延べ 31 名の中央及び地方行政官が参加している。国別研修の概要は以下のとおり（詳細は付

属資料 6 参照）。このほか、地方自治体の職員の能力向上に有益な課題別研修や青年研修にも

ブータン側の意向でプロジェクト関係者が参加するなど、有機的な連携が図られている。

青年研修への参加者は付属資料 6 参照。

表４－１　国別研修リスト

研修タイトル 期　間 人数（名）

PLSD（参加型地域社会開発）政策決定者セミナー 2011 年 7 月 22 日～ 8 月 3 日 8

公務員能力向上（熊本県芦北町研修） 2012 年 10 月 8 日～ 11 月 8 日 2

地域開発（高知県上勝町研修） 2012 年 10 月 21 日～ 11 月 3 日 7

表４－２　課題別研修国別枠を活用した研修

研修タイトル 期　間 人数（名）

参加型地域社会開発（PLSD）
2011 年 8 月 3 日～ 9 月 10 日 4

2012 年 8 月 1 日～ 9 月 8 日 2

地方自治研修
2011 年 5 月 31 日～ 7 月 16 日 1

2012 年 5 月 30 日～ 7 月 14 日 1

地方自治体行政強化（参加型地域開発）
2011 年 7 月 11 日～ 9 月 3 日 1

2012 年 5 月 28 日～ 7 月 21 日 2

住民主体のコミュニティ開発

2011 年 11 月 20 日～ 12 月 17 日 1

2012 年 6 月 25 日～ 7 月 20 日 1

2013 年 1 月 10 日～ 2 月 6 日 1
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（4）第三国における研修

本プロジェクトにおいて、インドネシア「スラウェシ地域開発能力向上プロジェクト」

との技術交換を行ったほか（12 名参加）、フィリピンにて実施された参加型地域社会開発

（PLSD）研修にプロジェクト関係者が 4 名参加している（付属資料 7 参照）。

（5）機材供与

車両が 1 台供与されている〔2,693,362 ニュルタム（1 ニュルタム（Nu）= 約 1.8 円として）〕

（付属資料 8 参照）。

（6）現地活動費

プロジェクトの現地での活動のための経費（一般業務費）は、2013 年 2 月時点で約 1,150
万円である〔6,375,317 ニュルタム（1 ニュルタム（Nu）= 約 1.8 円として）〕（付属資料 9 参照）。

４－１－２　ブータン側の投入

（1）カウンターパートの配置

実施機関である DLG から 4 名がカウンターパートとして配置されている（付属資料 5
参照）。カウンターパート・チームの長は DLG の局長がプロジェクトダイレクターとし

て担当し、DLG の制度・能力向上課のプロジェクト担当のプログラムオフィサーがプロ

ジェクト・マネジャーを務める。制度・能力向上課は ICBP 研修のほとんどの実施を担当

しており、さらに同課の 2 名がカウンターパートとして配置されている。

上記に加えて、DLG 内の制度・能力向上課以外の課の職員も、本プロジェクトに関連

する業務を一部担当している。DLG の調整・モニタリング・評価課は、本プロジェクト

関連の本邦及び第三国研修を担当しており、帰国前及び帰国時のオリエンテーションや報

告会を行っている。また DLG の情報・調査・開発課は、ICBP 研修のなかの環境・気象変

動・貧困（Environment, Climate Change and Poverty：ECP）研修の実施を担当している。

（2）プロジェクト・オフィス

DLG の建物内に、日本人専門家及び現地サポートスタッフのための執務室が提供され、

付帯する家具・光熱費が提供されている。さらに DLG からはプロジェクトに対して、事

務担当アシスタント職員 1 名が提供されている。

４－２　成果の達成状況

成果 1：持続的な ICBP 研修のマネジメントに必要な能力が強化される。

（1）概要

成果達成に向けて順調に進んでいる。CDS は 2012 年 9 月に正式承認され、ICBP は同戦略

を達成するための手段として明確に位置づけられた。かかる政策環境のもと、DLG のイニ

シアティブにより ICBP 研修は見直され、当初の 4 コースから 10 コースに拡大されること

が承認された（ICBP  2012）。また ICBP の質を確保するための諮問委員会として ICBP ワー

キンググループ（ICBP  WG）が設立され機能している。

ICBP  2012 は第 11 次 5 カ年計画（2013 ～ 2018）より本格運用の予定であり、これに合わ
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せた研修計画（研修カレンダー）が作成されている。中間レビュー時点で研修実施にかかる

予算は確保されていないものの、プロジェクト期間中に上記計画に基づいた必要経費を積

算し、今後予算確保に向けた取り組みが行われる予定である。なお、計画策定と優先順位

（P&P）研修は既に全国レベルで実施されている。

（2）状況

CDS は、2012 年 9 月に正式に承認され、そのなかで「CDS は中心的な政策文書である

が、地方行政の異なるステークホルダーの能力向上の必要性を示しているのみで、そのた

めの具体的な活動については、JICA の「地方行政分権化プログラム」（Local Governance and 
Decentralization Programme：LGDP）プロジェクトフェーズⅢによって開発された ICBP2102
に表示されている。」と、ICBP の位置づけが明確に示されている

6
。

上記の位置づけを踏まえ、地方行政の多様なニーズ対応するために ICBP は 4 コースから

10 コースに拡大され、これに伴い、ICBP の対象者及び研修内容は 2013 年 3 月に改訂された

（拡大されたコースリスト及び対象者は表４－４参照）。なお、改訂された ICBP は縦割り行

政による研修ではなく、地区レベルの人材全体の能力向上を図るために、内務文化省が管轄

する職員のみでなく RNR（農業普及員）など他省から派遣された職員に対する研修を含ん

でいる。このほか、環境・気候変動・貧困（ECP）研修などクロスカッティング・イシュー

も含まれている。

また ICBP 研修の質の管理と実施モニタリングを行う諮問機関として、中央、地方政府の

行政官や学識関係者から成る ICBP  WG）が設立され、ICBP の拡大に伴うカリキュラムや教

材の認証等、既に一定の機能を果たしている。中間レビュー時点までに ICBP  WG にて行わ

れた活動は表４－３のとおり。

表４－３　ICBP 作業部会の活動記録

開催日 参加者数 活動内容

2012 年

3 月 21 ～ 23 日
31

元 JICA 研修員ネットワーク構築のための会合

ICBP 研修改訂のためのワークショップと作業部会の結成

2012 年

11 月 14 日
40

コンサルタントによる改訂 ICBP 研修のためのカリキュラム及び教材

の案の発表と作業部会による検討

2013 年

3 月 21 ～ 22 日
20

コンサルタントによる改訂 ICBP 研修のためのカリキュラム及び教材

の案の発表と作業部会による検討

出所：プロジェクト資料

またプロジェクトは ICBP  2012 研修の実施計画を、第 11 次 5 カ年計画の時期 2013 ～ 2018
年に合わせて研修カレンダーとして作成している。この研修カレンダーを実施に移すための

内務文化省による研修実施のための予算確保はいまだ確定していないものの、DLG によれ

ば現在実施されている「地方行政分権化プログラム」（LGDP）の次期プログラムである「地

6
　LGSP, DLG of MoHCA and GNHC, “Capacity Development Strategy for Local Governance in Bhutan” p.62
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方政府持続的開発プログラム」（LGSDP）（2013-2018）（の資金を活用する方針であることが

確認された
7
。本プロジェクトでは上記計画に基づいた必要経費を積算し、LGSDP で必要な

予算が確保されるよう支援する予定である。

P&P 研修については、ブータン側のイニシアティブによって「地方行政支援プログラム」

（LGSP）やHelvetas等、他ドナー資金を活用して既に全国レベルでの実施されている。今後は、

LGSP の資金など、中央からの資金に頼るのではなく、県レベルでの研修予算を確保するよ

うDLGから方針が示されている。これを踏まえ、ターゲット地域の 3県（チュカ県、ペマガッ

ツェル県、トンサ県）では、2013 年初旬に第 11 次 5 カ年計画（2013 ～ 2018 年）の予算案

を作成し GNHC に提出した。それらの予算案には、チュカ県とペマガッツエル県において

P&P 研修のための研修費用がそれぞれ 30 万ニュルタム及び 80 万ニュルタム、トンサ県にお

いて地区の職員の能力開発費用として 200 万ニュルタムが計上されている
8
。

7
　 LGSDP は Local Governance and Sustainable Development Programe の略であり、第 11 次 5 カ年計画（2013 ～ 2018）から運用開始

予定である。現在、デンマーク、スイス、オーストリア、EU、UNDP 等が拠出を検討している。DANIDA による資金は前身の

LGSP の予算の残金資金が充当される予定。　
8
　 県による能力開発のための予算申請が、最終的に認められるかどうかは、今後決定される予算案全体の上限額にも影響される。
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成果 2：持続的な ICBP 研修の実施・改訂に必要な能力が強化される。

（1）概要

成果達成に向けて順調に進んでいる。ICBP  2012 のカリキュラム・教材は開発され、2013
年 3 月に ICBP  WG によって認証された。このうち、リーダーシップと開発計画研修は従

前の行政マネジメント研修を改訂したものである。また P&P 研修も関係者ワークショッ

プからのフィードバックを踏まえて一部改訂された。今後、新たに導入されたコースにつ

いては 2013 年中にトレーナー育成研修（TOT）を実施し、その後パイロット県において試

行的に実施する予定である。また試行結果を経て、必要に応じてカリキュラム・教材の修

正を行い、本格的に実施する計画である。また P&P 研修の講師である地区行政官（Gewog 
Administration Officer：GAO）の一部は本邦研修やインドネシア、フィリピンへの第三国研修

に参加し、能力向上が図られている。

（2）状況

本プロジェクトでは、ICBP  2012 で実施予定の 10 コースのうち（表４－５参照）、1）リー

ダーシップと開発計画、2）計画策定と優先順位（P&P）  3）プロジェクト・マネジメント、

4）コミュニティファシリテーション、5）基礎エンジニアリングの 5 コースを支援すること

となった。このうち、既存の P&P 研修以外の 4 コースのカリキュラム及び教材は 2013 年 3
月までに作成され、ICBP  WG の承認を得た。今後は、上記研修を実施するための TOT 及び

パイロット県における研修の試行を得て、必要な改訂が行われる予定である。ICBP  2012 の

本格実施までの取り組みは表 4 － 6 参照。なお上記の JICA が主に支援する 5 つの研修コー

ス以外の 5 つの研修は DLG が独自で、または他機関と協力して実施している。

表４－５　ICBP  2012 コースの概要
9

導入コース 2009 年のブータン地方行政法と 2012 年の地方政府の規則と規制に基づいて、

行政の仕組みと機能、地区長・副地区長・村代表のそれぞれの役割につい

ての説明することを目的とした導入研修。教育・保健・文化・環境・財務

などの各セクター関連の業務の導入を含む 9。

リーダーシップと開発

計

従来の ICBP 研修にあった行政管理（Administration and management）のコー

スに、リーダーシップの研修内容を加えて新たに作成された。

計画策定と優先順位

（P&P）
従来の ICBP 研修における P&P 研修と大きくは異ならないが、SWOT 分析

の部分が理解しにくいという評価があったことからその部分を分かりやす

く変更した。

プロジェクト・マネジ

メント

改訂された ICBP  2012 によって、新たに作成が提案された研修であり、ロ

グフレームについて詳しく説明し、計画、実施、モニタリング・評価のプ

ロジェクトサイクルを教える。

9
　 地方政府の規則と規制 2012 年は、ブータン地方行政法 2009 年に基づく、地方行政の細則を DLG がまとめ施行したもので、ブー

タンの民主化と地方分権化を具体的な実施に移すことに貢献した。DLG は 2012 年、同局職員を講師として、地区開発委員会メ

ンバー（地区長、副地区長、村代表）に対する地方政府の規則と規制 2012 年（Local Government Rules and Regulations 2012）に基

づく、地区長、副地区長、村代表それぞれの役割についての説明を目的とした導入研修を全国規模で実施した。この研修はこの

導入研修の内容を取りまとめたものである。
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コミュニティファシリ

テーション

コミュニティファシリテーションのスキルは P&P研修にも、プロジェクト・

マネジメント にも必要であり役立つ。インドネシアでの JICA プロジェクト

のコミュニティファシリテーションスキルを参考に更に改善することを検

討している。

環境・気象変動・貧困

（ECP）
DLG による ECP 研修を ICBP に取り入れたもので、防災（Disaster Risk 
Ruduction）を含む。ECP のようなクロスカッティング・イシューの重要性

は CDS でも指摘されており、また次期 5 カ年計画にも重要な要素として含

まれる 10。

基礎エンジニアリング ICBP WS によって作成が提案された。県の技術者は業務の負担が多く、ま

た地区レベルでは技術専門家が不足している状況があるため、地区関係者

による基礎的な技術能力を向上させ、基礎的なインフラの建設・維持管理

に役立てる 11。

財務・予算管理・IT 地区経理担当に対する IT 能力を含めた、財務・予算管理関係の研修であり、

ブータン財務省と協力して実施される。

事務管理・IT DLG によって既に実施された地区事務員に対する IT 能力を含めた、事務能

力向上のための研修を ICBP 研修に取り入れたもの。

ゾンカ語タイピング・

行政文書（ゾンカ語

UNICODE）

DLG によって実施されたワープロソフトを用いたゾンカ語による文書の作

成能力を高める研修を ICBP に取り入れた。ブータンでは多様な言語が話さ

れているが、現在ブータン政府は、ゾンカ語を公用語として普及する方針

を強化している 12。

P&P 研修は、既にブータン側に実施マネジメントが行われている。カリキュラムについては

チュカ県でのモニタリング調査の結果を踏まえ、内容を一部改訂した。ただし大幅な改訂ではな

かったため、当初予定されていた改訂に伴うリフレッシャーコースの実施の必要性は低いと判断

されている。一方で P&P 研修の講師である GAO の多くは本邦研修や第三国に対する研修に参加

しており、これらの研修は TOT の一環として研修実施能力の向上に寄与している（付属資料 6
及び 7 参照）。

10
　 なお他ドナーによる環境面での地方行政へのサポートには、DANIDA/UNDP/UNEP による Joint Support Programme や UNCDAF 
による LoCAL（地方環境適応生活ファシリティ）による協力が実施されている。

11
　 他ドナーによる調査でも同様のことが指摘されている。Draft Jesper Steffensen,  Mechanism for Alleviation of ECP Mainstreaming 
Capacity Development Grant （CDG） for Local Governments, Local Government Support Programme. 2011

12
　 特にブータン西部ではゾンカ語が主要な言語として用いられている。ブータンでは近年、学校教育の多くが英語で行われている

ため、若い世代にはゾンカ語は話せても読み書きの能力が不十分な者が多い。他方で、教育が十分受けられなかった人々や中年

以上の世代に英語を理解できない者も多い。このため地方行政でゾンカ語の文書作成能力の向上が求められている。
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表
４
－
６
　
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
が
支
援
す
る
研
修
の
活
動
計
画

研
修
コ
ー
ス
名

実
施
頻
度

ト
レ
ー
ナ
ー

候
補

研
修
対
象

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
活
動
（

20
13

年
4
月
～

20
14

年
8
月
）

PL
A

N
D

O
/C

H
EC

K
A

C
T

カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
及

び
教
材
の
開
発

TO
T
研
修

実
施

修
正

（
必
要
な
場
合
）

リ
ー

ダ
ー

シ
ッ

プ

と
開
発
計
画

導
入

コ
ー

ス
実

施

後
1
回

管
理

研
修

機
関
、

県
職
員

地
区

長
（

G
up
）
、

副
地

区
長
（

M
an

gm
i）

20
13

年
3
月
開
発

20
13

年
7
月

～

10
月
の
間

20
13

年
12

月
20

13
年

12
月

計
画

策
定

と
優

先

順
位
（

P&
P）

導
入

コ
ー

ス
実

施

後
1
回

及
び

毎
年

の
年

間
計

画
策

定

時
期

地
区

行
政

官

（
G

A
O
）

地
区

行
政

官
（

G
A

O
）
、

地
区

開
発

委
員

会
委

員

（
G

T）

先
行

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト
（

フ
ェ

ー
ズ

2）
に

お
い
て
開
発
済
み

通
常
業
務
、

ブ
ー

タ
ン

政
府

が

予
算

を
得

て
実

施

す
る

ル
ー

テ
ィ

ー
ン

研

修
と

し
て

継
続

的

に
実
施

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

必
要
時

管
理

研
修

機
関

及

び
県
職
員

地
区
行
政
官
（

G
A

O
）

20
13

年
3
月
開
発

20
13

年
7
月

～

10
月
の
間

20
13

年
12

月
20

13
年

12
月

コ
ミ

ュ
ニ

テ
ィ

フ
ァ

シ
リ

テ
ー

シ
ョ
ン

地
方
選
挙
後

1
回
及

び
必
要
時
に
再
度

管
理

研
修

機
関

及

び
短
期
専
門
家

地
区

行
政

官
（

G
A

O
）
、

地
区

開
発

委
員

会
委

員

（
G

T）
20

13
年

3
月
開
発

20
13

年
7
月

～

10
月
の
間

20
14

年
2
月

20
14

年
2
月

基
礎

エ
ン

ジ
ニ

ア

リ
ン
グ

5
年
に
一
度

県
エ

ン
ジ

ニ
ア

リ

ン
グ
部
職
員

地
区

長
（

G
up
）
、

副
地

区
長
（

M
an

gm
i）
、

地

区
行

政
官
（

G
A

O
）
、

地
区

開
発

委
員

会
委

員

（
G

T）

20
13

年
3
月
開
発

20
13

年
7
月

～

10
月
の
間

20
14

年
3
月

20
14

年
3
月

出
所
：
中
間
レ
ビ
ュ
ー
調
査
に
よ
る
合
同
評
価
報
告
書
の
付
属
資
料
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また、本プロジェクトによって図４－１のとおり ICBP の研修開発とマネジメントの基本サイ

クルを提案している。上記の ICBP 改訂プロセス及び今後の ICBP の運用は CDS を実施するため

の 1 つのメカニズムとして DLG を中心に同サイクルに基づいて行われることが想定されている。

 

 
地方行政局 
（D LG）、 

ICBP 作業部会

（ICBP WG）

ICBP 研修の 
モニタリング

と 
フィードバック

 

ICBP 研修の実施 
・地方交付金 
・能力開発交付金 
・援助機関による支援

 
ICBP 研修 

カリキュラム 
及び研修教材の

改訂・開発 

 
 

持続的な総合人材

育成計画(ICBP) 
研修メカニズム 

地方行政能力開発戦略（CDS） 

出所：プロジェクト専門家

図４－１　研修開発と管理のサイクル

成 果 3：ターゲット県の地区行政官の ICBP 研修を踏まえた開発計画策定及び事業実施に係る

教訓が取りまとめられる。

（1）概要

P&P 研修はターゲット県にて実施され、ほとんどの地区で開発計画策定の際に優先順位

を検討できるとインタビューで回答しているため、同研修は地区における開発計画の質の向

上に貢献していると認められる。このほか、プロジェクトは地区長や地区議員対する補完セ

ミナーや、GAO に対するコミュニティファシリテーション研修を実施し、開発計画策定に

係る関係者の能力向上に貢献した。一方で事業レベルの実施モニタリングについては、その

意義や方法について関係者の間で認識が十分共有されていなかったこともあり、いまだ実施
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されておらず、これら教訓は本中間レビュー調査時時点では取りまとめられていない。

（2）状況

P&P 研修はプロジェクトの支援により、3 県すべてで実施された。またチュカ県では、

フェーズ 2 で作成された管理研修にリーダーシップの内容を加えた研修の試験的な実施を

2011 年から行っており、これは成果 2 のとおり、「リーダーシップとプロジェクト開発計画」

という新たな研修コースへと発展した。このほか、パイロット県ではプロジェクト主催によ

る行政能力向上のためのセミナーやコミュニティファシリテーションスキルのためのセミ

ナーが実施されている（ICBP 研修の実施状況及びその他セミナー等の概要は表４－７及び

表４－８を参照）。

プロジェクトが 2012 年 10 月にチュカ県で実施した P&P 研修についてのインタビュー調

査結果によれば、大半の回答者が同研修は地区における最も有益な研修の 1 つと評価され

た。また研修の結果、地区の計画が「要求羅列型計画」から「優先付けられた合理的計画」

に改善するのに貢献したと評価されている。また本中間レビュー調査で訪問した 2 つの地区

（ビャブチョ地区及びチャプチャ地区）でのインタビュー調査（地区長、副地区長、村代表

等、計 9 名）からもほぼ同様の評価が得られた。一方、一部には、P&P 研修に関する理解

が十分ではないことを指摘する者もあり、研修の継続的な実施を求める意見があった
13
。

他方、パイロット県における事業レベルのモニタリングについては、ICBP 研修以外の要

素が実際の事業の成否に影響しており、モニタリング結果の ICBP 研修へのフィードバック

が難しいとのプロジェクトの判断により、中間レビュー時点では、事業レベルの実施モニタ

リングは行われていない。今後は① ICBP が研修対象者のニーズに応えているか、②地区行

政官が研修で得た知識や技術を十分に活用できているか、③既存のカリキュラム・教材をど

のように改訂するべきか、といった観点を踏まえ、評価のあり方を検討し、関係者間で共通

認識をもつ必要がある。

13
　�P&P 研修と計画策定についてアンケート調査に回答したターゲット県の GAO は、良好な評価としてはこのほかに、「問題解決

に役立つ。」「財政資源が限られていることを計画委員会メンバーに理解させるのに役立ったった。」、「政策決定での透明性・説

明責任を増すのに役立った。」などの回答があった。改善した方がよい点としては、「SWOT 分析が難しかった。」「さらにリフレ

ッシュメント研修が必要。」「計画委員会メンバーの交代が有り得るので毎年の研修実施が望ましい。」などのコメントが得られた。
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表
４
－
７
　

C
B

P
研
修
の
実
施

開
催
日

研
修
名

研
修
受
講
者

ト
レ
ー
ナ
ー

受
講
者
数

20
11

年
11

月
17

～
21

日
オ
リ
エ
ン
テ
ー
シ
ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム

計
画
策
定
と
優
先
順
位
（

P&
P）

研
修

チ
ュ
カ
県

G
up
、

M
an

gm
i、

G
A

O
R

IM
30

20
12

年
2
月

14
～

16
日

リ
ー
ダ
ー
シ
ッ
プ
と
管
理

チ
ュ
カ
県

G
A

O
チ
ュ
カ
県
副
知
事
、
計
画
官

10

20
12

年
3
月

27
～

28
日

計
画
策
定
と
優
先
順
位
（

P&
P）

研
修

タ
ー
ゲ
ッ
ト

3
県
の
地
区
開
発
委
員
会
（

G
T）

G
A

O
20

5

20
12

年
7
月

9
～

10
日

リ
ー
ダ
ー
シ
ッ
プ
と
管
理

チ
ュ

カ
県

ロ
グ

チ
ナ

地
区

の
開

発
委

員
会

（
G

T）
、

R
N

R
、

B
H

U
G

A
O

10

20
12

年
9
月

5
～

7
日

リ
ー
ダ
ー
シ
ッ
プ
と
管
理

チ
ュ
カ
県

G
up

副
知
事
及
び
県
事
務
職
員

11

20
12

年
9
月

10
～

11
日

リ
ー
ダ
ー
シ
ッ
プ
と
管
理

チ
ュ
カ
県
ゲ
リ
ン
地
区
開
発
委
員
会
（

G
T）

G
A

O
12

20
13

年
1
月

15
～

18
日

リ
ー
ダ
ー
シ
ッ
プ
と
管
理

チ
ュ
カ
県

M
an

gm
i

副
知
事
及
び
県
事
務
職
員

11

20
13

年
1
月

13
日

計
画
策
定
と
優
先
順
位
（

P&
P）

研
修

タ
ー
ゲ
ッ
ト

3
県

の
地
区
開
発
委
員
会
（

G
T）

G
A

O
20

5
出
所
：
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
資
料

表
４
－
８
　
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
に
よ
る
セ
ミ
ナ
ー
実
施

開
催
日

セ
ミ
ナ
ー
名

ト
レ
ー
ナ
ー

受
講
者
数

20
12

年
7
月

31
日

JI
C

A
 上

勝
町
で
の
公
務
員
能
力
向
上
セ
ミ
ナ
ー

 於
：
チ
ュ
カ
県

徳
島
県
上
勝
町
、
（
株
）
い
ろ
ど
り

46

20
12

年
8
月

3
日

JI
C

A
上
勝
町
で
の
公
務
員
能
力
向
上
セ
ミ
ナ
ー
　
於
：
テ
ィ
ン
プ
ー

43

20
13

年
1
月

18
日

コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
ー
フ
ァ
シ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン
・
セ
ミ
ナ
ー
　
於
：

D
LG

中
嶋
浩
介
氏
（
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
）

M
r. 

A
sh

ar
 K

ar
at

en
g

15

20
13

年
1
月

21
～

22
日

コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
ー
フ
ァ
シ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン
・
セ
ミ
ナ
ー
　
於
：

D
LG

25

20
13

年
1
月

28
～

29
日

コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
ー
フ
ァ
シ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン
・
セ
ミ
ナ
ー
　
於
：

D
LG

17
出
所
：
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
資
料
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成 果 4：地方開発計画・事業実施のグッドプラクティスがターゲット県内外で共有するための

仕組みが確立される。

（1）概要

研修成果の経験共有は、「リーダーシップマネジメント」研修の中で GAO や地区長など

の関係者の間で実施されている。他国の事例を学ぶ国外での研修も実施され、研修終了後に

経験共有セミナーの実施や研修参加者間のネットワーク形成等、研修成果をブータン国内で

共有する工夫がなされている。今後は新たに全国 / 地域会合を設立するのではなく、既存の

全国の県会合や地域ごとの地区会合の場を活用して、県や地区における開発計画策定やその

実施に係る経験共有を行う予定である。

（2）状況

これまでに開発計画及び実施された事業のグッドプラクティスの経験共有のための機会と

して、「リーダーシップマネジメント」研修が用いられ、GAO 間（2012 年 2 月）及び地区長

間（2012 年 9 月）でグッドプラクティスの共有がなされている。また、他国の事例を学ぶ

機会として、本邦研修や第三国研修（インドネシア、フィリピン）が実施されたほか（４－

１－１参照）、日本・インドネシアの専門家を招へいして現地セミナーが開催されている（表

４－８参照）。本邦研修や第三国における研修で得られた知見は経験共有セミナー（表４－

９参照）や研修参加者のネットワークの形成によって幅広く共有されている。研修参加者に

よるネットワークは、さらに ICBP  WG の形成に発展し（同 WG に数多くの研修参加者が含

まれている）、DLG の研修実施能力の向上にも貢献している。

経験共有の仕組みについては、当初計画では、新たに全国及び地域レベルの経験共有のた

めの仕組みを形成することが計画されていたが、ブータンでは、既に全国の県会合や地域ご

との地区会合が存在することから、今後はこれらの既存の仕組みを活用して、県や地区にお

表４－９　経験共有セミナー

対象研修 / 開催地 開催日 参加者

日本においての参加型地域社会開発（PLSD）研修　トンサ県 2011 年 11 月 15 日 6

日本においての地方自治研修及び住民主体のコミュニティ開

発研修 / ティンプー県
2011 年 11 月 25 日 20

日本においての住民主体のコミュニティ開発研修 / トンサ県 2012 年 2 月 9 日 9

日本においての青年研修プログラム / ダガナ県 2012 年 3 月 27 日 19

日本においての青年研修プログラム / チラン県 2012 年 3 月 28 日 21

芦北町地方行政 OJT 研修 / チラン県 2012 年 12 月 6 日 9

日本においての青年研修プログラム、日本及びフィリピンに

おいての PLSD 研修 / プンツオリン市
2012 年 12 月 11 ～ 12 日 12

芦北町地方行政 OJT 研修 / トンサ県 2012 年 12 月 6 日 9
出所：プロジェクト資料
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ける開発計画策定やその実施にかかる経験共有を行う予定である。なおグッドプラクティス

のケースブックについては、地区の開発計画及びその教訓の取りまとめ結果レポート（サマ

リー）を作成することから、これに含めることとし、別途ケースブックとして製本しないこ

とが確認された。

４－３　プロジェクト目標の達成状況

プ ロジェクト目標：地方開発の事業マネジメントに資する継続的な ICBP 研修実施のための仕

組みが確立される。

これまでに ICBP の継続的実施に必要な制度的・組織的体制が整えられており、プロジェクト

目標達成に向けて順調に進捗している。既述のとおり、ICBP は 2012 年 9 月に制定された CDS
の中に正式に位置づけられ、その後、地方行政の多様なニーズに対応するために、ICBP  2012 と

して 4 コースから 10 コースに拡大改訂された。これに伴い ICBP  2012 実施に係る当面 5 年間の

研修実施計画（研修カレンダー）が作成されている。また ICBP 実施運営の仕組みの要として、

研修の質を確保するための諮問委員会として ICBP  WG が設立された。

今後は拡大された新規コースの TOT を実施するとともに、試行研修を経て新コースのカリ

キュラム・教材を完成させる予定である。また ICBP  2012 の研修実施経費については、プロ

ジェクトによって必要経費を積算した後に、DLG が予算確保に努めることを確認した。本中間

レビュー調査時点では、LGSDP より予算を確保する方針が DLG から示されている。なお、P&P
研修については GNHC より地方政府自らが研修実施経費を予算要求に含めるよう指示している。

また ICBP  WG は既に実務的には機能しているものの、試行期間であるため明確な TOR に基づ

いた常設委員会として規程化されるに至っていない。このため DLG はプロジェクト期間中に同

WG を規程化する方針を示している。

４－４　上位目標の達成状況

上 位目標：ICBP の実施を通じて、ターゲット県・地区が住民のニーズを組んだ開発計画を策

定し、事業を実施することができるようになる。

P&P 研修は全国レベルで実施されていること、県議会や地区行政官から高い評価を得ている

ことから、上位目標達成に向けて順調に進捗している。しかしながら、開発計画策定と事業の実

施に係る県と地区行政の能力は依然として大きな格差があり、多くの地区行政は県や GAO のサ

ポートなしで事業を実施することは困難な状況にある。かかる状況を踏まえ、今後地区行政が 5
カ年計画を策定し、地方政府開発予算交付金（Annual Capital Grant）を活用して事業を有効に実

施するためには、P&P 研修を中心とした従前の 4 コースだけでは不十分との認識が DLG にて持

たれるようになり、ICBP で対象とする研修コースが拡大されることとなった。これにより本プ

ロジェクト終了後の課題は、拡大 ICBP の全国実施ととらえることがでる。よって、本プロジェ

クトの役割は、拡大 ICBP の持続的な全国実施に向けた必要な体制を整備することにあることが

確認された。
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４－５　プロジェクトの実施プロセス

（1）効果発現に貢献した要因

1）　ICBP 研修内容の拡大

ICBP 研修の拡大は DLG の ICBP 研修マネジメント能力の向上に貢献した。2012 年の改

訂 ICBP は、研修コースの数が増加しただけでなく、CDS との整合性の確保や LGSP の成

果の取り込み、環境面など次期 5 カ年計画との整合性の確保など、その内容も改善されて

いる。これら改訂のプロセスはブータン側主導で実施され、結果的として ICBP 研修マネ

ジメント能力向上に大きく貢献することとなった。

2）　ブータン側のイニシアティブ

ICBP 改訂プロセスは、2012 年 2 月から 3 月までに実施されたワークショップに参加し

たブータン側参加者の強いイニシアティブで進められた。このプロセスによって ICBP が

本格的に改編されたことにより、本プロジェクトは、改訂 ICBP を中心とした活動に組み

立てられることとなった。さらに、プロジェクトの効果発現に貢献した要因として、ター

ゲット地域の県の 1 つである、チュカ県の強いイニシアティブが指摘できる。チュカ県は

プロジェクトと積極的な協力関係を保っており、研修コースの改善のための調査や試験

的な研修実施に協力を行っている。リーダーシップと開発計画研修の試験的な実施、P&P
研修に関わる調査、基礎エンジニアリングに関する調査は、チュカ県で実施された。

3）　ICBP  WG の結成

ICBP の改訂にあたって、よりディマンドサイドに近い現場の意見を取り入れ、研修の

質を向上させるために ICBP  WG が結成された。ICBP  WG は ICBP の改訂にあたり、中核

的な役割を果たしてきている。これまで地方行政関係者への研修は研修実施機関側に対応

したサプライレッド（供給主導型）で供給されていたが、ICBP  WG はこれを研修を必要

としている地方行政関係者のニーズに対応したよりディマンドドリブン（需要駆動型）
14 

に改善する役割を担っている。また、この ICBP  WG の結成には、本邦研修に参加した地

方行政関係者のネットワークが生かされている。

4）　経験共有アプローチ

本プロジェクトのアプローチの特徴は、地方分権に向けた明確な方針をもつブータン側

の強いイニシアティブを背景とした「経験共有」アプローチが有効に機能していることに

ある。プロジェクトでは日本のほか、インドネシアやフィリピンにおける経験共有ため

の研修やセミナーの機会を提供し、これらの参加者は DLG に対して研修で得たこと、自

らの活動への生かし方を報告することが求められた。また研修参加者は ICBP 改訂におい

て中核的な役割を果たすとともに、一部の帰国研修員は ICBP  WG のメンバーとして新規

コースのカリキュラム・教材開発にあたり重要な役割を果たしている。

14
　 地方行政関係者は、研修がサプライドリブンによって実施されていると感じている実態は、他の調査でも指摘されている。Draft 
Jesper Steffensen,  Mechanism for Alleviation of ECP Mainstreaming Capacity Development Grant (CDG) for Local Governments, Local 
Government Support Programme. 2011
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5）　地方行政官へのアプローチ

本プロジェクトでは、住民ニーズに基づいた質の高い開発計画を策定するための鍵とな

る関係者として、地区レベルの GAO を重要視し、これにかかる能力強化に努めている。

GAO は 2009 年の地方行政法に基づく新たな行政官として、若い大卒の職員が地区に派遣

され、地区レベルの行政の要の役割を果たしている。GAO に対する研修は良好な成果を

収めており、人的資源の比較的限られた地区レベルでの P&P 研修のトレーナーとしての

役割も果たしている。またプロジェクトは、地方での研修トレーナーの候補として、県レ

ベルの副知事、計画官、セクター担当など、地方の行政官を ICBP 研修に生かすような研

修をデザインしている。

（2）問題点及び問題を惹起した要因

1）　CDS の作成遅延による影響

CDS は、LGSP の支援を得て、DLG と GNHC の協力による政策文書として 2010 年に既

にドラフトが完成していた。しかし、このドラフトは概念的で具体性に欠けるなどの評価

を受け、新たなドラフトが作成され 2012 年 9 月に承認されるまで、政府政策文書として

認められなかった。プロジェクトで支援する ICBP の改訂は上位の政策文書である CDS と

の整合性を保つ必要があったため、プロジェクト開始当初は CDS の完成を待つこととし

た。しかしながら、CDS 承認の見込みが立たなかったことから、プロジェクトはそれ以

上の遅延を避けるため、2012 年 2 月に ICBP の改訂作業を開始した。その後、改訂された

ICBP  2012 の内容は、承認された CDS において明確に位置づけられたため、結果的にプ

ロジェクト目標達成の阻害要因とはならかったが、プロジェクト期間の前半は、かかる事

情により当初計画との乖離が生じることとなった。

2）　地方選挙実施の遅延による影響

地方選挙の実施はブータンの民主化と地方分権化にとって大きな前進であったが、その

実施の大幅な遅延は、プロジェクトの実施プロセスに影響を与えた。ICBP 研修の対象と

なる、地区長、副地区長、村代表の選出が遅れたことに加え、長引く選挙プロセス期間中

に DLG、県、地区の職員の動員が続き、結果的に P&P 研修の実施の遅れが、当初計画に

対しプロジェクト業務にも遅れをもたらした。

地方選挙は 2011 年の 1 月と 6 月の 2 回に分けて実施され、さらに補欠選挙が同年 12 月

に実施された。同選挙は 2008 年新憲法に基づく初めての民主的な選挙であり、地区長、

副地区長、村代表、市長（Thrompon）、市開発委員会委員（Thuemi）が選出された
15
。しかし、

候補者の資格審査を含む選挙手続きなどにより地方選挙の実施準備は遅れ、その後、さら

に一部の選挙区では有資格の候補者が不足し選出されないため、再選挙が実施されるな

15
　 ブータンにおいても都市化が進む傾向があり、2009 年の地方行政法に基づいて県、地区に加えて市を行政単位として発足させる

動きが徐々に進められている。都市開発を目的として、市の行政は公共事業省（Ministry of Works and Human Settlement）が担当

している。都市部は人口規模の大きさなどの基準により、A クラス市、B クラス市、Yenlag 市（satellite towns、衛星町）のカテ

ゴリがある。A クラスの市のみ市長を住民が選び、市開発委員会を持ち、県知事の監督下から外れ、独立した行政単位として認

められる。 市の分類についてはブータン議会で多くの論議が続いた。現在 A クラス市はティンプーなど 4 市である。
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ど
16
、補欠選挙を含む選挙プロセスは 2012 年 11 月まで継続された。プロジェクトは選挙終

了後、選挙で選ばれた議員に対して研修を実施することを想定していたため、予定より大

幅に長引いた地方選挙の実施プロセスは、プロジェクトの活動に影響を与えることとなっ

た。

16
　 立候補者の不足の主な理由としては、候補者の資格条件に識字能力を加えたこと、村代表（Thogpa）と市開発委員会委員の給与

が低いこと、選挙への市民の関心が低かったこと、などが指摘されている。



－ 28 －

第５章　評価結果

５－１　妥当性

妥当性は高いと評価される。政策面において本プロジェクトは、ブータン政府が推進している

地方分権化政策に合致している。2009 年に地方行政法が制定されたのち、財政分権のための一

歩として地方政府開発予算交付金制度が導入された。その後 2011 年には分権化後初めての地方

選挙が実施され、地方行政細則などが制定されている。

本プロジェクトは係る政策の下、新たに選出された地区議員や関連の行政官の能力向上のため

の機会を提供しているほか、地方行政強化のための ICBP 研修システムの持続的確立をめざした

ものである。また地方行政官の能力不足は地方分権化推進の阻害要因として幅広く認識されてお

り、ブータン政府はこれに対応するめ CDS を制定した。ICBP は CDS を実施するための主要な

手段として位置づけられていることもからも、これを支援する本プロジェクトの妥当性は高い。

また、本プロジェクトのターゲット県であるチュカ県、ツォンガ県、ペマガツェル県は、各々西

部、中央、東部地域から選ばれおり、地理的・文化的多様性のある同国において各地域から得ら

れた経験は有効に活用できる。

その他、わが国の対ブータンへの協力重点分野に「行政分野の改善」及び「地方分権プログラ

ムの強化」が含まれており、本プロジェクトは同方針に合致している。

５－２　有効性

有効性は高いと評価される。本プロジェクトにおける各成果は、プロジェクト目標を達成する

ために有効だった。ICBP の改訂・拡大が研修の持続的実施体制構築のための有効なインセンティ

ブとして機能したほか、カリキュラム開発・改訂のための制度的基盤として ICBP  WG が設立さ

れるなど、成果 1 の活動はプロジェクト目標達成に向けて貢献している。

また成果 2 におけるカリキュラム改訂作業は、上記 ICBP  WG の機能化に貢献している。今後、

実施される予定の新規研修の試行的実施や同フィードバックによる修正作業、TOT等もプロジェ

クト目標達成に向けて関係者の能力強化を図るために有効に貢献するものと考えられる。このほ

か、成果 3 による P&P 研修は既に継続的に実施されており、豊富な経験に基づく同研修から得

る教訓は、ICBP 研修の持続的な仕組みづくりに大きく貢献するものである。

５－３　効率性

効率性は、比較的高いと評価される。本プロジェクトは、他国で実施されている地方行政支援

分野の協力に比べて投入が小規模であり、計画された成果が達成された場合、その効率性は高い

と評価できる。またプロジェクトが支援する改訂版 ICBP 研修は、地方政府の最小限のニーズに

対して比較的簡易な準備で実施できるよう工夫しているため、多様な研修ニーズに対して効率性

の高いアプローチをとっている。またプロジェクトは ICBP 改訂や研修カリキュラム開発・教材

開発に、ローカルコンサルタントを効率的に利用していることも効率性の向上に貢献している。

一方国別研修は、その戦略的活用について改善の余地がある。これまでの国別研修の中には、

その本プロジェクトにおける位置づけや目的が国内を含む関係者との間で共有されていない場合

もみられたため、今後は、国別研修の位置づけを ICBP  WG メンバーや TOT トレーナーの強化、あ

るいは TOT への貢献等、その戦略的位置づけを明確にし、関係者と共有することが重要であろう。
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５－４　インパクト

インパクトは高くなると予想される。中間レビュー調査の時点で、上位目標の達成見込みを正

確に予測することは時期尚早であるが、P&P 研修は既に全国で実施され、同研修に基づく計画

策定プロセスが各地区の年間計画及び 5 カ年計画の策定に広く用いられている。今後も同研修が

継続的に実施されれば、ターゲット県・地区において、住民のニーズを反映した開発計画が策定

され、これを踏まえた事業が実施される見込みは高い。

またプロジェクトでは、プロジェクト予算を用いた研修のみでなく JICA の集団研修や青年研

修の機会を有効に活用し、ブータンの地方行政人材の能力向上に役立つ研修へ、関係者の参加を

促進している。これにより、ブータンの地方行政関係者の JICA の関連研修への参加者は拡大し、

プロジェクトの成果は DLG が管轄するターゲット地域外の地方行政の関係者にも広がっている。

このような連携を意識したことにより、プロジェクト成果はカウンターパート、ターゲット地域

の県・地区のみでなく、ブータン全体の地方行政に関わる人材に広がっているといえる。

５－５　持続性

持続性は高くなると予想される。政策的な持続性は高く、次期 5 カ年計画（2013 ～ 2018）で

も地方政府の能力向上は引き続き優先課題となる見通しである。また CDS に ICBP の位置づけが

明記されたため、ICBP の将来的な利用がより確かなものとなった。

制度・組織面では、ICBP  WG が ICBP の質の確保のために諮問機関として、既に有効に機能し

ている。今後は ICBP  WG の TOR や委員構成、開催頻度などを明確化したうえで常設の委員会

として規定化される必要がある。

また、ICBP 研修が拡大したことに伴いこれを担当する DLG の職員の増員も求められる（本調

査実施時点で DLG における ICBP 研修担当スタッフは 3 名のみ）。DLG はかかる課題を的確に認

識しており、既に人事院に対して必要な増員を申請しているとのことであった。

技術面では、既述のとおり DLG は、既に ICBP 研修マネジメントを実施しており、ノウハウ

を蓄積している。今後も拡大された ICBP  2012 研修を継続的に実施することでその能力の更な

る向上が期待できる。新コースの研修講師の育成は今後本格的に実施されるが、外部リソースに

頼らなくても研修を実践できるよう行政官による講師が拡大されることが期待される。財政面で

は、既述のとおり DLG は LGSDP により研修予算を確保する見通しであるほか、P&P 研修につ

いては、県レベルで研修予算を確保する方針が示されている。

５－６　結論

本プロジェクトは、開始当初に P&P 研修の実施や改訂に遅れがみられたものの、順調にプロ

ジェクト目標達成に向かって進捗している。プロジェクトは、ICBP 研修の改訂及び研修コース

の拡大に伴い、新規コース開始に係る必要な支援を行っている。これまでにカリキュラムと教材

のドラフトが開発されたほか、その制度面・組織面の体制として ICBP  WG が設立された。こう

したプロセスを通して DLG の ICBP マネジメント能力は強化され、質を確保された研修を実施

するための体制も強化された。P&P 研修については、LGSP の協力を受けてブータン政府が全国

規模の研修を既に実施している。

今後は改訂された ICBP 研修実施にかかる予算確保と ICBP  WG の常設委員会としての公式な

制度化が持続的な ICBP 実施体制を確立するための鍵となる。また、より実務的な能力強化の方
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策として、新コース実施に係る TOT 及び新コースの試行的実施が重要である。当初の PDM は

P&P 研修に焦点を当てたアプローチとなっているが、プロジェクト目標を達成するためには、

新たな状況を踏まえ、拡大された改訂 ICBP のニーズに的確に応えるために PDM の改訂が必要

と判断される。



－ 31 －

第６章　提言と教訓

６－１　提言

（1）長期的分権化プロセスのコンテクストを踏まえた本事業実施の重視

ICBP 研修の妥当性と有効性の検証は、ブータンの長期的分権化プロセスのコンテクスト

からモニタリングすることが有効である。具体的な方法として、地方政府開発予算交付金を

用いた開発活動実施状況のモニタリングと ICBP のモニタリングをリンクさせることが有効

である。地方政府の行政サービス実施能力及びこれに伴う地方分権の進捗状況の分析結果を

確認することにより、ICBP 研修の役割を確認し、必要に応じてその内容の改訂などの調整

が可能となる。そのためには GNHC、DLG、その他関係ドナーとの協調が重要である。

（2）プロジェクト管理の改善

プロジェクトの進捗状況を適切に確認し、その後のプロジェクト計画に適切に反映させる

ためにプロジェクトマネジメントのあり方について改善の余地がある。これまでプロジェク

トでは、2012 年 7 月に一度合同調整委員会（JCC）を開催したのみだったため、当初の活動

計画と実際の活動の齟齬が本調査実施時まで継続した。今後、JCC は少なくとも年 1 回開催

（可能であれば年 2 回）し、進捗、成果達成状況、ボトルネック要因の特定と教訓の確認、

これを踏まえたその後のアクションなどについて、関係者と議論及び共有することが求めら

れる。また実際の活動と計画に齟齬が生じた場合は、適切なタイミングで必要な調整を行

い、JCC の場で合意することが必要である。

（3）ICBP  WG の役割と責任の明確化

ICBP  WG の役割と責任は公式に制度化される必要がある。ICBP  WG は ICBP の質の確保

を主な機能としているが、その活動は試行段階にあるため、その TOR と常設機関としての

位置づけは規程などで認証されるに至っていない。ICBP  WG はプロジェクトが構築をめざ

す ICBP 実施体制の中でも重要な機能を担うことから、TOR を明確化したうえで常設の委員

会として承認を得ることが重要である。さらに、他ドナーを含めた関係者の間で ICBP  WG
の公的な役割について広く認知される必要がある。

（4）ICBP 研修実施のための予算の確保

地方行政の能力向上はブータン政府の優先的な活動の 1 つであるが、他分野の優先事項も

存在するため、本中間レビュー調査時点で改訂 ICBP 実施経費にかかる予算は確保されてい

ない。DLG は本プロジェクトによって具体化された研修計画及び積算情報を活用して、他

ドナーによる財政的支援を念頭に、継続的に予算確保に努める必要がある。また P&P 研修

については県や地区の中央からの予算獲得状況についてモニタリングする必要がある。

（5）国別研修のより戦略的な利用

効率性の評価で指摘されたように、国別研修はより戦略的な目的をもって実施されるこ

とが望ましい。プロジェクトは、中間レビュー後に国別研修をどのように利用するか日本・

ブータン国側双方で議論を深める必要がある。
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（6）DLG 職員の増員

ICBP 研修が拡大したことに伴い、DLG はこれに対応するために十分な数の職員を確保す

る必要がある。DLG の担当部課の職員数は現在 3 名のみだが、地方行政能力向上のための

アプローチが拡大し、より複雑になっている状況を踏まえれば、十分な数の職員を備えた適

切で組織的なバックアップ体制が必要となる。

６－２　教訓

（1）プロジェクト実施のコンテクストの重要性

研修コンポネントが中心となるプロジェクトでは、特に受入国のニーズに係るコンテクス

トを常に考慮することが重要である。本プロジェクトの場合、地方行政における能力向上の

課題は、ブータンの民主化と分権化のプロセス全体のコンテクストのなかで認識され、CDS
と ICBP はこれら全体の流れのなかで位置づけられている。プロジェクトの実施にあたって

は、中長期的な視点でブータンの民主化と分権化の状況や方向性に注意を払い、これに応じ

てその方向性と実施体制を柔軟に適用させることが肝要である。
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第７章　合意事項

本調査の結果を踏まえ、今後のプロジェクト実施にあたり、以下の事項についてブータン政府

と協議議事録（M/M）において合意された。

７－１　PDM 及び PO の改訂

上記評価結果を踏まえ、PDM 及び PO を付属資料 2（2）及び付属資料 3 のとおり改訂した。

改定にあたっての主な視点は以下のとおり。

（1）PDM
上位目標：

〔変更前〕

総合人材育成計画（ICBP）の実施を通じて、ターゲット県・地区が住民ニーズに沿った

開発計画を策定し、事業を実施することができるようになる。

〔変更後〕

総合人材育成計画（ICBP）が持続的に運用される。

（変更理由）

プロジェクトのアプローチが P&P 研修を中核としたアプローチから、拡大された ICBP
研修の本格実施の基盤整備に力点が変更されたため、上位目標も P&P 研修を念頭におい

た当初案から改訂されたすべての ICBP 研修の持続的運用に変更することとした。

プロジェクト目標：

〔変更前〕

地方開発の事業マネジメントに資する持続的な ICBP 研修実施のための仕組みが確立され

る。

〔変更後〕

地方開発の事業マネジメントに資する ICBP 研修実施に必要となる体制が確立される。

（変更理由）

当初のプロジェクト目標で示された「仕組み」の意図することが関係者間で共有されに

くいこと、ICBP 研修が拡大することとなり、拡大 ICBP の実施運営に必要な基盤としての

体制を整備ことが重要な課題であることが確認されたことから、用語を「仕組み」から「体

制」に変更し、プロジェクトがめざす目標をより明確にした。

成果 1：
変更なし。

成果 2：
〔変更前〕

持続的な ICBP 研修の実施・改訂に必要な能力が強化される。
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〔変更後〕

ICBP 新規研修コースが開発され試行的に実施される。

（変更理由）

ICBP の改訂に伴い、コース数が拡大し、新コースに係るカリキュラム・教材開発や、

TOT 等のニーズが生じたことから対応する形でプロジェクト目標を達成に貢献すること

を明確化した。

成果 3：
〔変更前〕

ターゲット県の地区行政官の ICBP 研修を踏まえた開発計画策定及び事業実施にかかる教

訓が取りまとめられる。

〔変更後〕

ターゲット県の地区において P&P 研修が強化される。

（変更理由）

プロジェクト活動の軸足として、拡大された ICBP  2012 の整備により力点がおかれたこ

と、かかる状況においてプロジェクトで支援する M&E の対象を「開発事業」レベルで行

うことの意義が関係者間で共有されていないことから
17
、本プロジェクトで行うM&E活動

は「研修の内容及び作成された開発計画の内容」レベルまでとし、同 M&E の結果を共有

することによって、P&P 研修の実施能力強化を図ることとした。

成果 4：
〔変更前〕

地方開発計画・事業実施のグッドプラクティスをターゲット県内外で共有するための仕組

みが確立される。

〔変更後〕

成果 3 に統合

（変更理由）

グッドプラクティス共有の仕組みについては、新たに構築するのではなく、既存の全

国 / 地域レベル会合を活用することとした。またグッドプラクティスは、成果 3 で行うモ

ニタリング結果を踏まえて抽出できることから、当該活動は成果 3 に組み入れることとし

た。

活動・指標：

上記変更に伴い、これに資する活動及び成果を図る指標についても、同変更に適応する形

で変更された。変更後の活動及び指標は付属資料 2（2）を参照。

その他：

17
　 ICBP 研修以外の要素が実際の事業の成否に影響しており、モニタリング結果の ICBP 研修へのフィードバックが難しいとのブー

タン側を含め、プロジェクトでは判断している。
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PDM の指標の意味を明確化した。その際にプロジェクト終了時点でめざす姿も明確化し

た（付属資料 2（3）参照。）。

（2）活動計画（PO）

1） 　上記 PDM の変更に適用するかたちで PO も変更した。変更内容については付属資料 3
参照。

2） 　変更 PO では各成果について、ステージの区切りを設けた（各ステージで位置づけを明

確化）。

７－２　JICA が支援する研修コース

拡大された ICBP 研修コース（全 10 コース）のうち、本プロジェクトで支援するコースは以

下の 5 コースとすることが合意された。

①　リーダーシップと開発計画

②　計画策定と優先順位（P&P）
③　プロジェクトマネジメント

④　コミュニティファシリテーション

⑤　基礎エンジニアリング



付　属　資　料

１　Minutes of Meeting（M/M）合同評価報告書

２　PDM（改訂前及び改訂後）

３　PO（改訂後）

４　専門家及び外部講師リスト

５　ブータン側カウンターパート

６　本邦研修

７　第三国における研修

８　供与機材

９　在外事業強化費執行実績



－ 39 －

１．Minutes of Meeting（M/M）合同評価報告書
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県
・
地

区
お

よ
び

他
国

の
事

業
計

画
・
実

施
の

取
り

組
み

を
共

有
す

る
た

め
の

地
域

も
し

く
は

全
国

レ
ベ

ル
の

会
合

を

年
1
回

以
上

実
施

す
る

。

ワ
ー

ク
シ

ョ
ッ

プ
開

催
記

録

4
-
c.

 地
区

レ
ベ

ル
の

事
業

計
画

・
実

施
に

か
か

る
教

訓
・
示

唆
に

と
ん

だ
事

例
を

集
約

し
た

G
o
o
d
 P

ra
ct

ic
eケ

ー
ス

ブ
ッ

ク
が

作
成

さ
れ

る
。

G
oo

d 
Pr

ac
tic

eケ
ー

ス
ブ

ッ
ク

県
お

よ
び

地
区

レ
ベ

ル
の

計
画

策
定

お
よ

び
事

業
実

施
に

必
要

な
制

度
お

よ
び

組
織

間
調

整
の

枠
組

み
が

整
備

さ
れ

る
。

b.
 IC

B
P研

修
に

お
け

る
持

続
的

な
カ

リ
キ

ュ
ラ

ム
・
教

材
の

改
訂

お
よ

び
TO

Tの
仕

組
み

が
確

立
さ

れ
る

。

IC
B

P以
外

に
地

方
人

材
育

成
に

か
か

る
包

括
的

実
施

枠
組

み
・

予
算

が
設

立
さ

れ
な

い
。

（
但

し
、

IC
B

Pを
元

に
し

て
、

よ
り

発
展

的
な

地
方

人
材

育
成

枠
組

み
に

移
行

す
る

こ
と

は
否

定
し

な
い

。
）

地
方

開
発

計
画

・
事

業
実

施
の

G
o
o
d

P
ra

ct
ic

eを
タ

ー
ゲ

ッ
ト
県

内
外

で
共

有
す

る
た

め
の

仕
組

み
が

確
立

さ
れ

る
。

総
合

人
材

育
成

計
画

(I
C

B
P
)の

実
施

を
通

じ
て

、
タ

ー
ゲ

ッ
ト
県

・
地

区
が

住
民

ニ
ー

ズ
を

汲
ん

だ
開

発
計

画
を

策
定

し
、

事
業

を
実

施
す

る
こ

と
が

で
き

る
よ

う
に

な
る

。

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

目
標

地
方

開
発

の
事

業
マ

ネ
ジ

メ
ン

ト
に

資
す

る
持

続
的

な
IC

B
P研

修
実

施
の

た
め

の
仕

組
み

が
確

立
さ

れ
る

。

3
-
a.

 タ
ー

ゲ
ッ

ト
地

区
に

お
け

る
8
0
%
の

村
で

事
業

の
優

先
順

位
付

け
が

で
き

る
よ

う
に

な
る

。

ア
ウ

ト
プ

ッ
ト

持
続

的
な

IC
B

P研
修

の
マ

ネ
ジ

メ
ン

ト

に
必

要
な

能
力

が
強

化
さ

れ
る

。

持
続

的
な

IC
B

P研
修

の
実

施
・
改

訂
に

必
要

な
能

力
が

強
化

さ
れ

る
。

タ
ー

ゲ
ッ

ト
県

の
地

区
行

政
官

の
IC

B
P

研
修

を
踏

ま
え

た
開

発
計

画
策

定
お

よ
び

事
業

実
施

に
か

か
る

教
訓

が
取

り
ま

と
め

ら
れ

る
。

3
-
b
. 

タ
ー

ゲ
ッ

ト
地

区
に

お
い

て
、

村
か

ら
の

プ
ロ

ポ
ー

ザ
ル

に
優

先
順

位
付

け
を

し
、

1
つ

以
上

事
業

化
さ

れ
る

。

3
-
c.

 タ
ー

ゲ
ッ

ト
地

区
に

お
い

て
、

年
2
回

以
上

事
業

モ
ニ

タ
リ
ン

グ
／

評
価

が
実

施
さ

れ
、

事
業

の
優

先
順

位
付

け
に

反
映

さ
れ

る
。

3
-
e.

 タ
ー

ゲ
ッ

ト
県

別
に

地
区

・
村

レ
ベ

ル
で

の
開

発
計

画
策

定
お

よ
び

事
業

実
施

上
の

教
訓

が
ま

と
め

ら
れ

る
。

タ
ー

ゲ
ッ

ト
グ

ル
ー

プ
: 

地
方

行
政

局
職

員
、

タ
ー

ゲ
ッ

ト
県

・
地

区
ス

タ
ッ

フ
・
議

員

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

要
約

上
位

目
標

－ 100 －
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投

入
外

部
条

件

ブ
ー
タ
ン
側

1-
1

1-
2

1-
3

1-
4

1-
5

1-
6

2-
1

2-
2

2-
3

2-
4

3-
1

日
本

側
3-
2

3-
3

3-
4

3-
5

前
提

条
件

3-
6

3-
7

3-
8

3-
9

3-
10

3-
11

4-
1

4-
2

4-
3

4-
4

IC
B

P研
修

を
踏

ま
え

て
、

地
区

議
員

お
よ

び
G

A
O

が
村

レ
ベ

ル
で

の
ア

セ
ス

メ
ン

ト
お

よ
び

優
先

順
位

付
け

に
必

要
な

フ
ィ

ー
ル

ド
ワ

ー
ク

、
ワ

ー
ク

シ
ョ
ッ

プ
を

実
施

す
る

。

日
本

人
専

門
家

(1
) 

長
期

専
門

家
（
地

方
人

材
育

成
）
 4

2
人

月
(2

) 
短

期
専

門
家

　
3
-
4
人

月
/
年

ロ
ー

カ
ル

コ
ン

サ
ル

タ
ン

ト
(1

)地
方

開
発

計
画

・
事

業
実

施
支

援
(2

)G
o
o
d
 P

ra
ct

ic
eケ

ー
ス

ブ
ッ

ク
作

成
(3

)そ
の

他
（
必

要
に

応
じ

て
）

本
邦

／
第

三
国

研
修

資
機

材
供

与
（
必

要
に

応
じ

て
）

在
外

事
業

強
化

費
(1

)ロ
ー

カ
ル

コ
ン

サ
ル

タ
ン

ト
傭

上
費

(2
)タ

ー
ゲ

ッ
ト
県

に
お

け
る

IC
B
P
研

修
実

施
経

費
(3

)タ
ー

ゲ
ッ

ト
県

内
で

の
地

区
・
村

レ
ベ

ル
の

ワ
ー

ク
シ

ョ
ッ

プ
・
フ

ィ
ー

ル
ド

ワ
ー

ク
実

施
経

費
(4

)経
験

共
有

セ
ミ

ナ
ー

実
施

経
費

(5
)プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
運

営
費

(6
)そ

の
他

（
必

要
に

応
じ

て
）

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト
実

施
に

か
か

る
D

LG
お

よ
び

関
係

機
関

の
人

材
が

確
保

さ
れ

る
。

県
・
地

区
関

係
者

か
ら

開
発

計
画

策
定

お
よ

び
事

業
実

施
フ

ォ
ロ

ー
に

か
か

る
コ

ミ
ッ

ト
メ

ン
ト
が

得
ら

れ
る

。

ブ
ー

タ
ン

の
政

策
に

お
け

る
IC

B
Pも

し
く
は

地
方

人
材

育
成

の
重

要
性

が
変

わ
ら

な
い

。

本
案

件
が

L
G

S
P
等

の
地

方
行

政
強

化
に

か
か

る
他

ド
ナ

ー
支

援
枠

組
み

と
協

調
し

て
い

る
。

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト
関

連
人

材
(1

)プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト
・
デ

ィ
レ

ク
タ

ー
(D

LG
)

(2
)プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
・
マ

ネ
ジ

ャ
ー

(D
LG

)
(3

)カ
ウ

ン
タ

ー
パ

ー
ト

(C
P)

職
員

(D
LG

)
(4

)関
係

機
関

人
材

(G
N

H
C

, e
tc

.)

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト
執

務
室

、
執

務
用

資
機

材

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト
実

施
経

費
(1

)I
C

B
P研

修
実

施
経

費

(2
)県

・
地

区
で

の
開

発
事

業
予

算
（
ア

ニ
ュ

ア
ル

・
グ

ラ
ン

ト
）

(3
)県

・
地

区
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
に

必
要

な
C

P側
の

旅
費

(4
)I

C
B

Pカ
リ
キ

ュ
ラ

ム
・
教

材
改

訂
お

よ
び

TO
T実

施
経

費

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
要

約

1-
5の

評
価

結
果

を
取

り
ま

と
め

、
IC

B
P研

修
の

内
容

・
実

施
方

法
な

ど
の

改
善

策
を

検
討

す
る

。

Ac
tiv

iti
es 既
に

実
施

さ
れ

た
IC

B
P研

修
の

教
訓

を
踏

ま
え

て
、

適
宜

IC
B

P研
修

の
カ

リ
キ

ュ
ラ

ム
を

見
直

す
。

（
※

）

1-
1を

踏
ま

え
た

新
規

研
修

（
G

A
O

向
け

研
修

）
カ

リ
キ

ュ
ラ

ム
を

作
成

す
る

。

2-
1、

2-
2を

踏
ま

え
た

教
材

の
改

訂
お

よ
び

新
規

開
発

を
す

る
。

既
存

講
師

の
リ
フ

レ
ッ

シ
ャ

ー
研

修
お

よ
び

新
規

講
師

向
け

TO
Tを

実
施

す
る

。

能
力

開
発

戦
略

(C
D

S)
、

地
方

開
発

計
画

マ
ニ

ュ
ア

ル
(L

D
PM

)、
ア

ニ
ュ

ア
ル

・
グ

ラ
ン

ト
・
ガ

イ
ド

ラ
イ

ン
(A

G
G

)を
踏

ま
え

た
IC

B
P研

修
の

対
象

、
内

容
を

再
検

討
す

る
。

カ
リ
キ

ュ
ラ

ム
・
教

材
の

作
成

・
改

訂
に

必
要

な
体

制
を

検
討

す
る

。

IC
B

P研
修

の
実

施
に

か
か

る
計

画
を

立
て

、
必

要
な

予
算

を
措

置
す

る

IC
B

P研
修

を
全

国
レ

ベ
ル

で
計

画
的

に
実

施
す

る
。

IC
B

P研
修

成
果

の
自

身
の

業
務

へ
の

適
用

を
評

価
す

る
。

地
区

に
お

け
る

開
発

計
画

策
定

お
よ

び
事

業
実

施
上

の
教

訓
が

取
り

ま
と

め
ら

れ
る

。

地
区

ス
タ

ッ
フ

が
県

担
当

官
か

ら
の

支
援

を
得

つ
つ

、
計

画
さ

れ
た

事
業

を
実

施
す

る
。

地
区

ス
タ

ッ
フ

が
県

担
当

官
か

ら
の

支
援

を
得

つ
つ

、
事

業
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
／

評
価

を
実

施
す

る
。

IC
B

P研
修

を
踏

ま
え

た
開

発
計

画
策

定
お

よ
び

事
業

実
施

を
フ

ォ
ロ

ー
す

る
タ

ー
ゲ

ッ
ト
県

お
よ

び
地

区
を

選
定

す
る

。

タ
ー

ゲ
ッ

ト
地

区
に

お
け

る
開

発
計

画
策

定
お

よ
び

事
業

実
施

を
支

援
す

る
ロ

ー
カ

ル
コ

ン
サ

ル
タ

ン
ト
（
認

定
ト
レ

ー
ナ

ー
）
を

選
定

す
る

。

地
区

長
／

副
地

区
長

、
地

区
議

員
向

け
IC

B
P研

修
を

踏
ま

え
て

、
開

発
事

業
の

計
画

・
実

施
に

か
か

る
補

足
的

な
セ

ミ
ナ

ー
お

よ
び

ス
タ

デ
ィ

ツ
ア

ー
を

実
施

す
る

。

4-
1～

3で
共

有
さ

れ
た

取
り

組
み

か
ら

G
oo

d 
Pr

ac
tic

eケ
ー

ス
ブ

ッ
ク

を
作

成
す

る
。

各
県

・
地

区
で

の
計

画
・
実

施
の

取
り

組
み

を
共

有
す

る
た

め
の

タ
ー

ゲ
ッ

ト
別

の
全

国
／

地
域

会
議

を
実

施
す

る
。

（
県

：
県

知
事

、
計

画
官

な
ど

、
地

区
：
地

区
長

、
G

A
O

な
ど

）

地
区

ス
タ

ッ
フ

が
県

担
当

官
か

ら
の

支
援

を
得

つ
つ

、
事

業
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
／

評
価

結
果

を
村

レ
ベ

ル
の

ニ
ー

ズ
洗

い
出

し
お

よ
び

地
区

計
画

策
定

に
フ

ィ
ー

ド
バ

ッ
ク

す
る

。

地
区

計
画

官
(G

A
O

)向
け

に
コ

ミ
ュ

ニ
テ

ィ
フ

ァ
シ

リ
テ

ー
シ

ョ
ン

お
よ

び
計

画
策

定
支

援
研

修
を

実
施

す
る

。

地
区

ス
タ

ッ
フ

お
よ

び
地

区
議

員
が

県
担

当
官

か
ら

の
支

援
を

得
つ

つ
、

村
レ

ベ
ル

か
ら

上
が

っ
て

き
た

ニ
ー

ズ
を

分
析

し
、

事
業

・
予

算
計

画
を

策
定

す
る

。

日
本

・
第

三
国

に
お

け
る

地
方

開
発

計
画

・
事

業
実

施
の

取
り

組
み

を
研

修
し

、
タ

ー
ゲ

ッ
ト
別

の
全

国
会

議
で

共
有

す
る

。

タ
ー

ゲ
ッ

ト
県

内
に

お
い

て
各

地
区

で
の

計
画

・
実

施
の

取
り

組
み

を
共

有
す

る
た

め
の

ワ
ー

ク
シ

ョ
ッ

プ
を

実
施

す
る

。

3-
3～

9の
経

験
を

踏
ま

え
て

、
地

区
ス

タ
ッ

フ
が

県
担

当
官

か
ら

の
支

援
を

得
つ

つ
、

地
区

レ
ベ

ル
の

5
カ

年
計

画
を

策
定

す
る

－ 101 －
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２
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  実

施
機

関
: 内

務
文

化
省

　
地

方
行

政
局

（
D

LG
）

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
期

間
: 3

.5
年

間
 (2

01
1.

2 ～
20

14
.8

)

タ
ー

ゲ
ッ
ト
県

・
地

区
：
ペ

マ
ガ
ツ
ェ
ル

県
（

11
地

区
）
、
ト
ン
グ
サ

県
（

5地
区

）
、
チ
ュ
カ
県

（
11

地
区

）

Ve
r. 

12
 A

pr
il,

 2
01

3
指

標
デ

ー
タ
入

手
手

段
外

部
条

件

a.
 第

11
次

5 ヵ
年

計
画

に
お
け
る

IC
B

P
研

修
実

施
に
係

る
継

続
的

な
予

算
配
分

b.
 IC

B
P
研

修
が

全
て
の

タ
ー
ゲ
ッ
ト
グ
ル

ー
プ
に
対

し
て
実

施
さ
れ

る
。

県
、
地

区
の

年
間
開

発
計

画
、
年

間
予

算

a.
  改

訂
版

IC
B

P
研

修
の

実
施

に
必

要
な
計

画
と
予

算
の

明
確

化
IC

B
P
実

施
計

画
、
予

算
枠

組
み

b.
 IC

B
P
研

修
の

カ
リ
キ
ュ
ラ
ム

・
教
材

の
改

訂
に
必

要
と
な
る
体

制
の

確
立

IC
B

P
ワ
ー
キ
ン
グ
グ
ル

ー
プ

TO
R

c.
　

TO
T に

よ
っ
て
育

成
さ
れ

た
政
府

職
員

数
の

増
加

IC
B

P
研

修
講

師
の

リ
ス
ト

d.
 蓄

積
さ
れ

た
タ
ー
ゲ
ッ
ト
地

区
に
お
け
る
開

発
計

画
策

定
の

教
訓

IC
B

P
研

修
の

教
訓

レ
ポ
ー
ト

e.
 IC

B
P
の

位
置

付
け
を
明
確

に
し
た
公
式

に
承

認
さ
れ

た
戦

略
文

書
地

方
行

政
能

力
開

発
戦
略

（
C

D
S
）

1
1-

a.
 改

訂
さ
れ

た
対

象
と
内

容
を
踏

ま
え
た

 IC
B

P
改

訂
IC

B
P

1-
b.

 明
確

化
さ
れ

た
D

LG
内

に
お
け
る

IC
B

P
研

修
実

施
に
係

る
担

当
部

署
D

LG
組

織
図

1-
c.

 1
) 明

確
化

さ
れ

た
IC

B
P
ワ
ー
キ
ン
グ
ル
ー
プ
の
機

能
、

2)
 ワ

ー
キ
ン
グ
ル

ー
プ
の

年
間

実
施

回
数

IC
B

P
W

G
の

TO
R

1-
d.

 IC
B

P
を
持

続
的

に
実

施
す
る
た
め
の

推
定

予
算

や
講

師
リ
ス
ト
、
研

修
実

施
カ
レ
ン
ダ
ー

IC
B

P
推

定
予

算
、
研

修
実

施
カ
レ
ン
ダ
ー

2
2-

a.
 IC

B
P
新

規
研

修
の

た
め

に
開

発
さ
れ

た
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム

及
び
教

材
新

規
IC

B
P
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム

と
教

材

2-
b.

 IC
B

P
新

規
研

修
の

た
め

の
TO

T の
実

施
TO

T 実
施
報

告

2-
c.

 1
) 新

規
IC

B
P
研

修
の

試
行

実
施
及

び
 2

) 1
) 　

の
結

果
を
踏
ま
え
た
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム

・
教

材
改

訂
新

規
研

修
実

施
報

告

3
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
／

評
価

報
告

書

改
訂

版
P

&
P
研

修
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム

/ 教
材

ロ
ー
カ
ル

コ
ン
サ

ル
タ
ン
ト
に
よ
る
レ
ポ
ー
ト
要

約

県
お
よ
び
地

区
か

ら
の

レ
ポ
ー
ト
も
し
く
は

ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ
記

録

3-
c.

 タ
ー
ゲ
ッ
ト
県

が
地

区
長

お
よ
び

G
A

O
に
よ
る
開

発
計

画
策

定
の

経
験

共
有

の
た
め

に
実

施
さ
れ

た
ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ
数

ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ
開

催
記

録

3-
d.

D
LG

が
各

県
・
地

区
お
よ
び
他

国
の

開
発

計
画

の
取

り
組

み
を
共

有
す
る
た
め

に
実

施
し
た
地

域
も
し
く
は

全
国

レ
ベ
ル

の
会

合
数

会
議

議
事

録

地
方

開
発

の
事

業
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
に
資

す
る

IC
B

P
研
修

実
施

に
必

要
と
な
る
体

制
が

確

立
さ
れ

る
。

県
お
よ
び
地

区
レ
ベ
ル
の

計
画

策
定

お
よ
び
事

業
実

施
に

必
要

な
制

度
お
よ
び
組

織
間

調
整

の
枠

組
み

が
整

備
さ
れ

る
。

D
LG

が
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
で
カ

バ
ー
し
な
い
対

象
地

域
に
お
い

て
研

修
を
実

施
す
る
。

ア
ウ

ト
プ
ッ
ト

持
続

的
な

IC
B

P
研
修

の
マ
ネ
ジ
メ
ン

ト
に
必

要
な
能

力
が

強
化

さ
れ

る
。

IC
B

P
以

外
に
地

方
人

材
育

成

に
か

か
る
包

括
的

実
施

枠
組

み
・
予

算
が

設
立

さ
れ

な
い
。

（
但

し
、

IC
B

P
を
元

に
し
て
、
よ

り
発

展
的

な
地

方
人

材
育

成
枠

組
み

に
移

行
す
る
こ
と
は

否
定

し
な
い
。
）

IC
B

P
新

規
研

修
コ
ー
ス
が

開
発

さ
れ

試
行

的
に
実

施
さ
れ

る
。

タ
ー
ゲ
ッ
ト
県

の
地

区
に
お
い
て

P
&

P
研

修
が

強
化

さ
れ

る
。

3-
a.

 1
)  

 タ
ー
ゲ
ッ
ト
地

区
に
お
け
る

P
&

P
研

修
の

モ
ニ
タ
リ
ン
グ
結

果
、

 2
) モ

ニ
タ
リ
ン
グ
結

果
を
踏

ま
え
て
改

訂
さ
れ

た
P

&
P
研

修
の

カ

リ
キ
ュ
ラ
ム

3-
b.

 実
施

さ
れ

た
P

&
P
研
修

及
び
こ
れ

に
基

づ
き
策

定
さ
れ

た
地

区
レ
ベ
ル

で
の

開
発

計
画

（
県

毎
）
の

質
を
踏

ま
え
て
蓄

積
さ
れ

た
教

訓

タ
ー

ゲ
ッ
ト
グ

ル
ー
プ

: 地
方

行
政

局
職

員
、
タ
ー
ゲ

ッ
ト
県

・
地

区
ス

タ
ッ
フ
・
議

員

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
要

約

上
位

目
標

総
合

人
材

育
成

計
画

(IC
B

P
) が

持
続

的
に

運
用

さ
れ

る
。

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
目

標
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投
入

外
部

条
件

ブ
ー
タ
ン
側

1-
1

1-
2

1-
3

1-
4

1-
5

1-
6

IC
B

P
実

施
に
係

る
予

算
概

算
や
実

施
カ
レ
ン
ダ
ー
が

作
成

さ
れ

る
。

1-
7

IC
B

P
実

施
に
係

る
認

定
指

導
員
が

明
確

に
な
る
。

1-
8

IC
B

P
研

修
を
踏
ま
え
た
開

発
計

画
策

定
状

況
や

新
規
研

修
の

試
行

の
た
め

の
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
対

象
県

（
パ

イ
ロ
ッ
ト
県

）
及

び
地
区

を
選

定
す
る
。

2-
1

日
本

側

2-
2

2-
3

2-
4

前
提

条
件

3-
1

3-
2

3-
3

3-
4

3-
5

3-
6

本
案

件
が

LG
S

P
等

の
地

方

行
政

強
化

に
か

か
る
他

ド
ナ
ー

支
援

枠
組

み
と
協
調

し
て
い

る
。

地
区

に
お
け
る
開

発
計

画
策

定
上

の
教

訓
が

取
り
ま
と
め

ら
れ

る
。

タ
ー
ゲ
ッ
ト
県

内
に
お
い
て
各

地
区

で
の

計
画

策
定

プ
ロ
セ
ス
の

経
験

を
共

有
す
る
た
め
の

ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ
を
実

施
す
る
。

各
県

・
地

区
で
の

計
画

策
定

の
取

り
組

み
を
共

有
す
る
た
め

の
全

国
／

地
域

会
議

を
実

施
す
る
。
（
県

：
県

知
事

、
計
画

官
な
ど
、
地

区
：
地

区
長

、
G

A
O
な
ど
毎

）

新
規

研
修

実
施

の
た
め

の
、
新
規

講
師

向
け

TO
T を

実
施

す
る
。

日
本

人
専

門
家

(1
) 長

期
専

門
家

（
地

方
人

材
育

成
）
 4

2 人
月

(2
) 短

期
専

門
家

　
2-

3 人
月

/ 年

ロ
ー
カ
ル

コ
ン
サ

ル
タ
ン
ト

(1
) 地

方
開

発
計

画
・
事

業
実

施
支

援
(2

) そ
の

他
（
必

要
に
応

じ
て
）

本
邦

／
第

三
国

研
修

資
機

材
供

与
（
必

要
に
応

じ
て
）

在
外

事
業

強
化

費
(1

) ロ
ー
カ
ル

コ
ン
サ

ル
タ
ン
ト
傭

上
費

(2
) タ

ー
ゲ
ッ
ト
県

に
お
け
る

IC
B

P
研

修
実

施
経

費
(3

) I
C

B
P
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム

・教
材

の
改

訂
及

び
TO

T 実
施

経
費

(4
) タ

ー
ゲ
ッ
ト
県

内
で
の

地
区

・
の

ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ
・
フ
ィ
ー
ル

ド

ワ
ー
ク
実

施
経

費
(5

) 経
験

共
有

セ
ミ
ナ
ー
実

施
経
費

(5
) プ

ロ
ジ
ェ
ク
ト
運

営
費

(6
) そ

の
他

（
必

要
に
応

じ
て
）

新
規

研
修

を
試

行
的

に
研
修

を
実

施
し
、
必

要
に
応

じ
て
研
修

内
容

を
改

訂
す
る
。

試
行

研
修

の
結

果
を
見

直
し
、
そ
の

結
果

を
次

の
研

修
実

施
サ

イ
ク
ル

に
フ
ィ
ー
ド
バ

ッ
ク
す
る
。

地
区

行
政

官
（
G

A
O
）
及

び
地

区
議
員

の
た
め

の
P

&
P
研

修
を
実
施

す
る
。

ブ
ー
タ
ン
の

政
策

に
お
け
る

IC
B

P
も
し
く
は
地

方
人

材
育

成
の

重
要

性
が

変
わ

ら
な
い
。

タ
ー
ゲ
ッ
ト
地

区
に
お
け
る
開

発
計

画
策

定
に
係

る
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
及

び
コ
ン
サ

ル
テ
ィ
ン
グ
を
行

う
ロ
ー
カ
ル

コ
ン
サ

ル
タ
ン
ト
を
選

定
す
る
。

地
区

ス
タ
ッ
フ
が
、
ロ
ー
カ
ル

コ
ン
サ

ル
タ
ン
ト
か

ら
の

支
援

を
得

つ
つ
、
地

区
開

発
計

画
策

定
プ
ロ
セ
ス
を
モ
ニ
タ
リ
ン
グ

/ 評
価

を
実

施
す
る
。

県
・
地

区
関

係
者

か
ら
開

発
計

画
策

定
お
よ
び
事
業

実
施

フ
ォ

ロ
ー
に
か

か
る
コ
ミ
ッ
ト
メ
ン
ト

が
得

ら
れ

る
。

1-
3 
を
踏

ま
え
た
新

し
い
対

者
の

た
め

の
新

規
研

修
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム

お
よ
び
教

材
を
作

成
す
る
。

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
要

約

活
動

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
関

連
人

材
(1

) プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
・
デ
ィ
レ
ク
タ
ー

(D
LG

)
(2

) プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
・
マ
ネ
ジ
ャ
ー

(D
LG

)
(3

) カ
ウ
ン
タ
ー
パ

ー
ト

(C
P

) 職
員

(D
LG

)
(4

) 関
係

機
関

人
材

(G
N

H
C

, e
tc

.)

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
執

務
室

、
執

務
用

資
機
材

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
実

施
経

費
(1

)IC
B

P
研

修
実

施
経

費
(2

) 県
・
地

区
で
の

開
発

事
業

予
算

（
ア
ニ
ュ
ア
ル

・
グ
ラ
ン
ト
）

(3
) 県

・
地

区
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
に
必

要
な

C
P
側

の
旅

費

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
実

施
に
か

か
る

D
LG

お
よ
び
関

係
機

関
の

人

材
が

確
保

さ
れ

る
。

開
発

計
画

策
定

能
力
及

び
既

存
の

活
動

（
P

&
P
研

修
等

）
及

び
現

場
の

ニ
ー
ズ
に
係

る
状

況
を
評

価
す
る
。

研
修

や
セ
ミ
ナ
ー
の

経
験

を
共

有
し
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
期

間
中

に
行

う
IC

B
P
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
体

制
構

築
の

た
め

の
基

礎
を
形

成
す
る
。

能
力

開
発

戦
略

(C
D

S
) 、

地
方

開
発

計
画

マ
ニ
ュ
ア
ル

(L
D

P
M

) 、
ア
ニ
ュ
ア
ル
・
グ
ラ
ン
ト
・
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン

(A
G

G
) 及

び
横

断
的

課
題

を
踏

ま
え
て

IC
B

P
研

修
の

対
象

、
内

容
を
見

直
し
、
改

訂
す
る
。

IC
B

P
ワ
ー
キ
ン
グ
ル

ー
プ
を
設

置
し
、
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム

及
び
教

材
の

開
発

・
改

訂
の

た
め

の
会

合
を
行

う
。

す
べ

て
の

IC
B

P
研

修
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム

、
教

材
が

同
様

の
形

式
で
統

一
さ
れ

る
。
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 c
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 C
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kh

a 
D

is
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ct
 in

 2
01

2.
A

ny
 le

ss
on

 le
ar

nt
 w

er
e 

no
t a

cc
um

ul
at

ed
 o

n 
a 

do
cu

m
en

t b
as

is
 re

ga
rd

in
g

qu
al

ity
 o

f d
ev

el
op

m
en

t p
la

nn
in

g 
at

 B
lo

ck
 le

ve
l i

n 
ea

ch
 T

ar
ge

t D
is

tri
ct

.

Le
ss

on
s 

le
ar

nt
 o

f i
m

pl
em

en
te

d 
tra

in
in

gs
 a

re
 a

cc
um

ul
at

ed
 c

on
tin

uo
us

ly
 o

n 
a 

do
cu

m
en

t b
as

is
.

Le
ss

on
s 

le
ar

nt
 a

re
 a

cc
um
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at

ed
 c

on
tin

uo
us

ly
 o

n 
a 

do
cu

m
en

t b
as

is
 re

ga
rd

in
g 

qu
al

ity
 o

f
de

ve
lo
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en

t p
la

nn
in

g 
at

 B
lo

ck
 le

ve
l i

n 
ea

ch
 T

ar
ge

t D
is

tri
ct

.

3-
c.

 N
um

be
r o

f w
or

ks
ho

ps
 h

el
d 

by
 th

e 
ta

rg
et

di
st

ric
ts

 fo
r s

ha
rin

g 
ex

pe
rie

nc
es

 o
f d

ev
el

op
m

en
t

pl
an

ni
ng

 a
m

on
g 

G
up

s 
an

d 
G

AO
s

A
ny

 w
or

ks
ho

p 
w

er
e 

no
t h

el
d 

by
 th

e 
Ta

rg
et

 D
is

tri
ct

s 
fo

r
sh

ar
in

g 
ex

pe
rie

nc
es

 o
f d

ev
el

op
m

en
t p

la
nn

in
g 

am
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g
G

up
s 

an
d 

G
AO

s.

A
ny

 w
or

ks
ho

p 
w
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 n

ot
 h

el
d 

by
 th

e 
Ta

rg
et

 D
is

tri
ct

s 
fo

r s
ha

rin
g 

ex
pe

rie
nc

es
 o

f
de

ve
lo

pm
en

t p
la

nn
in

g 
am

on
g 

G
up

s 
an

d 
G

A
O

s.
W

or
ks

ho
ps

 a
re

 h
el

d 
by

 th
e 

Ta
rg

et
 D

is
tri

ct
s 

fo
r s

ha
rin

g 
ex

pe
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f d

ev
el
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m

en
t p
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in
g

am
on
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d 
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e 
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 d

is
tri

ct
s.
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l m
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D
is
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s
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na
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na
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g 
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on
tin
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LG
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rin
g

ex
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ev

el
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g 
of

 D
is

tri
ct

/B
lo

ck
s

D
LG

 c
on
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ee
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ut
pu

t2
N

ew
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B
P 

tra
in

in
g 
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ur

se
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e

de
ve

lo
pe
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an
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P
O
（
改
訂
後
）

 

 

西
暦 月

2
3

4
5

6
7

8
9

10
11

12
1

2
3

4
5

6
7

8
9

10
11

12
1

2
3

4
5

6
7

8
9

10
11

12
1

2
3

4
5

6
7

8

1.
 持

続
的

な
IC

B
P
研

修
の

マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
に
必

要
な
能

力
が

強
化

さ
れ

る
。

ス
テ
ー
ジ

2.
 IC

B
P
新

規
研

修
コ
ー
ス
が

開
発

さ
れ

試
行

的
に
実

施

さ
れ

る
。

ス
テ
ー
ジ

20
11

20
12

20
13

20
14

現
状

調
査

、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
活

動
の

基
盤

整
備

組
織

環
境

整
備

及
び

IC
B

P
研

修
内

容
の

見
直

し

IC
B

P
内

容
の

形
式

統
一

化
予

算
化

及
び

研
修

講
師

選
定

-
教

訓
を
踏

ま
え
た
研

修
内

容
の

見
直

し
及

び
次

期
IC
B
P
サ

イ
ク

ル
へ

の
フ
ィ
ー
ド
バ

ッ
ク

総
括

1-
1 
開

発
計

画
策

定
能

力
及

び
既

存
の

活
動

（P
&

P
研

修
等

）
及

び
現

場
の

ニ
ー
ズ
に
係

る
状

況
を
評

価
す
る
。

1-
2 
研

修
や

セ
ミ
ナ
ー
の

経
験

を
共

有
し
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
期

間
中

に
行

う
IC

B
P
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
体

制
構

築
の

た
め

の
基

礎
を
形

成
す
る
。

1-
3 
能

力
開

発
戦

略
(C

D
S

) 、
地

方
開

発
計

画
マ
ニ
ュ
ア
ル

(L
D

P
M

) 、
ア
ニ
ュ
ア
ル

・
グ
ラ
ン
ト
・
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン

(A
G

G
) 及

び
横

断
的

課
題

を
踏

ま
え
て

IC
B

P
研

修
の

対
象

、
内

容
を
見

直
し
、
改

訂
す
る
。

1-
4 

IC
B

P
ワ
ー
キ
ン
グ
ル

ー
プ
を
設

置
し
、
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム

及
び
教

材

の
開

発
・改

訂
の

た
め

の
会

合
を
行

う
。

試
行

研
修

の
実

施
見

直
し

フ
ィ
ー
ド
バ

ッ
ク

1-
5 
す
べ

て
の

IC
B

P
研

修
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム

、
教

材
が

同
様

の
形

式
で
統

一
さ
れ

る
。

1-
6 

IC
B

P
実
施
に
係
る
予
算
概
算

や
実
施
カ
レ
ン
ダ
ー
が

作
成
さ
れ
る
。

1-
7 

IC
B

P
実
施
に
係
る
認
定
指
導

員
が
明
確

に
な
る
。

1-
8 

IC
B

P
研
修
を
踏
ま
え
た
開
発
計

画
策
定
状

況
や
新
規

研
修
の
試

行
の

た
め
の

モ
ニ
タ
リ
ン
グ
対
象
県

（
パ
イ
ロ
ッ
ト
県
）
及
び
地
区
を
選
定
す
る
。

-
-

総
括

1-
3 
を
踏

ま
え
た
新

し
い
対

者
の

た
め

の
新

規
研

修
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム

お

よ
び
教

材
を
作

成
す
る
。

新
規

研
修

実
施

の
た
め

の
、
新

規
講

師
向

け
TO

T を
実

施
す
る
。

新
規

研
修

を
試

行
的

に
研

修
を
実

施
し
、
必

要
に
応

じ
て
研

修
内

容
を

改
訂

す
る
。

2-
3-

1 
リ
ー
ダ
ー
シ
ッ
プ
と
開

発
計

画
 (T

ro
ng

sa
)

2-
3-

2 
計

画
策

定
と
優

先
順

位
（
P
＆

P
） 

(P
em

ag
at

sh
el

)

-
-

カ
リ
キ
ュ
ラ
ム

・
教

材
開

発
研

修
準

備

2-
3-

3 
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
フ
ァ
シ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン

C
hh

uk
ha

)

2-
3-

4 
基

礎
エ
ン
ジ
ニ
ア
リ
ン
グ

 (T
ro

ng
sa

)

2-
4 
試

行
研

修
の

結
果

を
見

直
し
、
そ
の

結
果

を
次

の
研

修
実

施
サ

イ

ク
ル

に
フ
ィ
ー
ド
バ

ッ
ク
す
る
。
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西
暦 月

2
3

4
5

6
7
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10
11

12
1
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3

4
5

6
7

8
9

10
11

12
1

2
3

4
5

6
7

8
9

10
11

12
1

2
3

4
5

6
7

8

3.
 タ

ー
ゲ

ッ
ト

県
の

地
区

に
お

い
て

P
&

P
研

修
が

強
化

さ

れ
る

。
ス

テ
ー

ジ

本
邦

研
修

, 主
要

会
合

、
レ

ビ
ュ

ー
等

ス
テ

ー
ジ

af
te

r s
ta

rt 
of

 n
ew

 F
Y 

an
d 

LG
S

D
P

 d
es

ig
ni

ng

* 新
規

改
訂

IC
B

P
カ

リ
キ

ュ
ラ

ム
 (1

. L
ea

de
rs

hi
p 

an
d 

D
ev

el
op

m
en

t P
la

nn
in

g,
 2

. P
ro

je
ct

 M
an

ag
em

en
t, 

3.
C

om
m

un
ity

 F
ac

ili
ta

tio
n,

 4
. B

as
ic

 E
ng

in
ee

rin
g)

**
 本

P
O

は
ブ

ー
タ

ン
側

、
日

本
側

の
予

算
状

況
に

よ
り

変
更

さ
れ

る
こ

と
が

あ
る

。

実
績

計
画

20
11

20
12

20
13

20
14

-
-

研
修

実
施

モ
ニ

タ
リ

ン
グ

準
議

N
&

E
研

修
実

施
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
準

議
M

&
E

教
訓

の
共

有

3-
1 

地
区

行
政

官
（
G

A
O

）及
び

地
区

議
員

の
た

め
の

P
&

P
研

修
を

実

施
す

る
。

3
-
2
 タ

ー
ゲ

ッ
ト

地
区

に
お

け
る

開
発

計
画

策
定

に
係

る
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
及

び
コ

ン
サ

ル
テ

ィ
ン

グ
を

行
う

ロ
ー

カ
ル

コ
ン

サ
ル

タ
ン

ト
を

選
定

す
る

。
3-

3 
地

区
ス

タ
ッ

フ
が

、
ロ

ー
カ

ル
コ

ン
サ

ル
タ

ン
ト

か
ら

の
支

援
を

得
つ

つ
、

地
区

開
発

計
画

策
定

プ
ロ

セ
ス

を
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
/ 評

価
を

実
施

す

る
。

3
-
4
 地

区
に

お
け

る
開

発
計

画
策

定
上

の
教

訓
が

取
り

ま
と

め
ら

れ
る

。

3
-
5
 タ

ー
ゲ

ッ
ト

県
内

に
お

い
て

各
地

区
で

の
計

画
策

定
プ

ロ
セ

ス
の

経
験

を
共

有
す

る
た

め
の

ワ
ー

ク
シ

ョ
ッ

プ
を

実
施

す
る

。

-
-

3-
6 

各
県

・
地

区
で

の
計

画
策

定
の

取
り

組
み

を
共

有
す

る
た

め
の

全

国
／

地
域

会
議

を
実

施
す

る
。

（
県

：
県

知
事

、
計

画
官

な
ど

、
地

区
：

地
区

長
、

G
A

O
な

ど
毎

）

-
-

-
-

-
-

-
-

-

国
別

研
修

第
三

国
研

修
（
イ

ン
ド

ネ
シ

ア
、

フ
ィ

リ
ピ

ン
）

-
-

-
-

( 参
考

) 課
題

別
研

修

( 参
考

) 青
年

研
修

IC
B

P
 ワ

ー
キ

ン
グ

グ
ル

ー
プ

会
合

合
同

調
整

委
員

会
（J

C
C

)

中
間

レ
ビ

ュ
ー

調
査

終
了

時
評

価
調

査
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 105

専門家及び外部講師リスト 
.  

 
長期専門家 

指導科目  氏名 期間 
地方人材育成  津川 智明 2011年 2月 – 中間レビュー実施時

 
 
外部講師 

指導科目 氏名 招聘時期 派遣元国 
コミュニティファシリテーション  中嶋 浩介 2013年 1月 日本 
コミュニティファシリテーション  Mr. Ashar Karateng 2013年 1月 インドネシア 
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ブータン側カウンターパート 
 

役割 氏名（期間） 職位 
プロジェクト・ 

ダイレクター 
Mr. Dorji Norbu 
（プロジェクト開始より中間レビュー時で） 

内務文化省地方行政局 
（DLG）局長 

プロジェクト・ 
マネジャー 

Mr. Wangdi Gyeltshen 
（プロジェクト開始より中間レビュー時まで、プ
ロジェクト期間中に Mr. Karma Galay に替ってプロ
ジェクト・マネジャー）

DLG 制度・能力向上課 
プログラム・オフィサー

プロジェクト・ 
マネジャー 

Mr. Karma Galay 
（プロジェクト開始より 2013 年 1 月まで） 

DLG 制度・能力向上課 
プログラム・オフィサー

カウンターパート Mr. Melam Zangpo 
（プロジェクト開始より中間レビュー時まで） 

DLG 制度・能力向上課 
プログラム・オフィサー

カウンターパート Ms. Pema Choki 
（プロジェクト開始より中間レビュー時まで） 

DLG 制度・能力向上課 
アシスタント・プログラ
ム・オフィサー 

カウンターパート DLG 内部の関係職員 
（プロジェクト開始より中間レビュー時まで） 

DLG 職員 
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本邦研修 
 
国別研修 
PLSD（参加型地域社会開発）政策決定者セミナー 
研修期間：2011 年 7 月 22 日～8 月 3 日 
所管国内機関：JICA 中部 
参加者（8 名）： 
Mr. Dorji Norbu, Director, DLG, MoHCA 
Mr. Dawala, Dzongdag, Trongsa Dzongkhag 
Mr. Gholing Tshering, Dzongdag, Pemagatshel Dzongkhag 
Mr. Tshewang Rinzin, Dzongdag, Chukha Dzongkhag 
Mr. Namgyel Rinchen, Dungpa, Samdrupchoeling Dungkhag, Samdrupjongkhar 
Mr. Nima Gyeltshen, Dungpa, Nganglam Dungkhag, Pemagatshel 
Mr. Pema Wangdi, Dungpa, Wamrong Dungkhag, Trashigang 
Ms. Kinley Yangden, Dzongkhag Planning Officer, Paro 

 
公務員能力向上 
研修期間：2012 年 10 月 8 日～11 月 8 日 
研修受入先：熊本県芦北町 
所管国内機関：JICA 九州 
参加者(2 名)： 
Mr. Tshering Dorji, GAO, Decheling Gewog, Pemagatshel 
Mr. Kuenzang Rigzin, GAO, Drakten Gewog, Trongsa 
 
地域開発 
研修期間：2012 年 10 月 21 日～11 月 3 日 
研修受入先：高知県上勝町 
所管国内機関：JICA 四国 
参加者（7 名）： 
Dasho Dorji Norbu, Director, DLG, MoHCA 
Mr. Kinzang Tshering, Sr. Programme Officer, DLG 
Dasho Lhap Dorji, Dzongdag, Thimphu 
Dasho Pemba Wangchuk, Dzongdag, Chhukha 
Dasho Kunzang N. Tshering, Dzongdag, Punakha 
Dasho Sonam Jigme, Dzongdag, Gasa  
Dasho Kinlay Dorjee, Thrompon, Thimphu 
 
 
課題別研修国別枠 
参加型地域社会開発（PLSD） 
【2011 年度】 
研修期間：2011 年 8 月 3 日～9 月 10 日 
参加者（4 名）： 
Mr. Tshering Tashi, GAO, Tangsibji Gewog, Trongsa 
Mr. Namgay Wangdi, GAO, Gelling Gewog, Chukha 
Ms. Sangay Lhamo, GAO, Khar Gewog, Pemagatshel 
Mr. Karma Tshering Samdrup, Dzongkhag Planning Officer, Trongsa 

 
【2012 年度】 
研修期間：2012 年 8 月 1 日～9 月 8 日 
所管国内機関：JICA 中部 
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参加者（2 名)： 
Ms. Karma Choden, GAO, Patshaling Gewog, Tsirang 
Ms. Tshering, GAO, Chapcha Gewog, Chhukha 

 
地方自治研修 
【2011 年度】 
研修期間：2011 年 5 月 31 日～7 月 16 日 
所管国内機関：JICA 東京 
参加者（1 名）： 
Mr. Pema Dorji, Dzongrab, Chukha 

 
【2012 年度】 
研修期間：2012 年 5 月 30 日～7 月 14 日 
所管国内機関：JICA 東京 
参加者（1 名）： 
Mr. Kinley Gyeltshen, Dzongrab, Tsirang Dzongkhag 

 
地方自治体行政強化（参加型地域開発） 
【2011 年度】 
研修期間：2011 年 7 月 11 日～9 月 3 日 
所管国内機関：JICA 関西 
参加者（1 名）： 
Mr. Sonam Tshering, Dzongrab, Bumthang 

 
【2012 年度】 
研修期間：2012 年 5 月 28 日～7 月 21 日 
所管国内機関：JICA 関西 
参加者（2 名）： 
Mr. Pema, Dzongrab, Wangdue(had to discontinue due to Wangdue Dzong fire) 
Mr. Dorji Sangay, Dzongrab, Trashigang Dzongkhag 

 
住民主体のコミュニティ開発 
【2011 年度】 
研修期間：2011 年 11 月 20 日～12 月 17 日 
所管国内機関：JICA 東京 
参加者（1 名）： 
Mr. Thinley, GAO, Thangrong Gewog, Mongar 
 

【2012 年度】 
研修期間：2012 年 6 月 25 日～7 月 20 日 
所管国内機関：JICA 東京 
参加者(1 名)： 
Ms. Pema Lhazom, GAO, Samtenling Gewog, Sarpang 

 
研修期間：2013 年 1 月 10 日～2 月 6 日 
所管国内機関：JICA 東京 
参加者(1 名)： 
Mr. Sonam Dorji, GAO, Radhi Gewog, Trashigang 
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参考 
青年研修「ブータン地方行政」に参加した地方行政官 
 
【2011 年度】 
研修期間：2012 年 2 月 12 日～2 月 28 日 
所管国内機関：JICA 札幌 
参加者： 
Mr. Serub Gyeltshen, Dzongkhag Planning Officer, Trongsa 
Mr. Dawa Tshering, Dzongkhag Planning Officer, Pemagatshel 
Mr. Sonam Tshering, Tshogdrung, Chhukha 
Mr. Pema Lakshey, GAO, Sershong Gewog, Sarpang 
Mr. Namgyel Tshering, GAO, Chumey Gewog, Bumthang 
Mr. Lhakpa Wangchuk, GAO, Mewang Gewog, Thimphu 
Ms. Pema Deki, GAO, Lango Gewog, Paro 
Mr. Pema Loday, GAO, Bjabcho Gewog, Chhukha 
Mr. Phuntsho Gyeltshen, GAO, Tsendegang Gewog, Dagana 
Ms. Sarita Gurung, GAO, Daga Gewog, Wangdue 
Ms. Kinley Bhuthi, GAO, Khaling Gewog, Trashigang 
Ms. Pema, GAO, Drepong Gewog, Mongar 
Ms. Kuenzang Choden, GAO, Shengana Gewog, Punakha 
Mr. Tshewang Dorji, GAO, Nanong Gewog, Pemagatshel 
Mr. Pema Namgay, GAO, Drujeygang Gewog, Dagana 
Mr. Pema Namgay, GAO, Drujeygang Gewog, Dagana 

 
【2011 年度】 
研修期間：2013 年 2 月 6 日～2 月 23 日 
所管国内機関：JICA 札幌 
参加者： 
Mr. Ugyen Phuntsho, GAO, Korphu Gewog, Trongsa 
Mr. Sangay Wangchuk, GAO, Merak Gewog, Trashigang 
Mr. Dorji, GAO, Phangyul Gewog, Wangdue 
Mr. Damchoe Dorji, Offtg GAO, Dungna Gewog, Chhukha 
Mr. Sonam Phuntsho, GAO, Thangrong Gewog, Monggar 
Mr. Phurpa Dorji, GAO, Yurung Gewog, Pemagatshel 
Mr. Karma Phuntsho, GAO, Dekiling Gewog, Sarpang 
Mr. Sonam Chojay, GAO, Metakha Gewog, Chhukha 
Mr. Kuenley Penjor, GAO, Ugyentse Gewog, Samtse 
Mr. Chojay Tenzin, GAO, Phangkhar Gewog, Zhemgang 
Ms. Dawa Zangmo, GAO, Rubesa Gewog, Wangdue 
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第三国における研修 
 
インドネシアスラウェシ地域開発能力向上プロジェクトへの技術交換 
実施期間：2011 年 11 月 28 日～12 月 10 日 
研修実施国：インドネシア 
参加者（12 名）： 
Mr. Karma Galay, Chief Programme Officer, DLG 
Mr. Wangdi Gyeltshen, Sr. Programme Officer, DLG 
Mr. Kinzang Dorji, DT Chairman, Kanglung, Trashigang 
Mr. Tashi Penden, DT Chairman, Nubi, Trongsa 
Mr. Sonam Dorji, DT Chairman, Kawang, Thimphu 
Mr. Pema Dorji, DT Chairman, Chongshing, Pemagatshel 
Mr. Jampel Dorji, GAO, Ramjar Gewog, Trashiyangtse 
Mr. Kinley Wangdi, GAO, Sangbaykha Gewog, Haa 
Ms. Kezang Wangmo, GAO, Phuentsholing Gewog, Chhukha 
Mr. Chimi Dorji, GAO, Dunglagang Gewog, Tsirang 
Mr. Tomoaki Tsugawa, JICA Expert, LGDP Phase III, DLG 
Mr. Rinchen Tshering, JICA Consultant, LGDP Phase III, DLG 
 
 
 
フィリピン PLSD 研修 
実施期間：2012 年 2 月 20 日～3 月 3 日 
研修実施国：フィリピン 
参加者（4 名） 
Mr. Nima Gyeltshen, Dungpa, Nganglam Dungkhag, Pemagatshel 
Mr. Tshering Tashi,, GAO, Tangsibji Gewog, Trongsa 
Ms. Sangay Lhamo, GAO, Khar Gewog, Pemagatshel 
Mr. Namgay Wangdi, GAO, Gelling Gewog, Chukha 
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供与機材 
              

（Unit: Nu）  

物品名 数  金額 

車両（四輪駆動車） 1 2,693,362 
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在外事業強化費執行実績 
 
 

費目区分 平成22年度 平成23年度 平成24年度 
一般業務費 59,632.00 2,242,560.00 1,493,116.00 
ローカルコンサルタント費 28,000.00 696,000.00 1,020,000.00 
旅費 11,800.00 308,623.00 245,840.00 
会議費 6,303.00 96,388.00 167,055.00 

合計 105,735.00 3,343,571.00 2,926,011.00 
出所：プロジェクト資料、単位：ニュルタム、平成 24 年度は 2 月分までの計上 
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